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男
女
平
等
を
実
現
す
る
た
め
に
、
政
府
、
自
治
体
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
、
国
際
社
会
で
は
、
長
年
に
わ
た
り
、
さ
ま
ざ
ま
な
取
組
が
実
施
さ
れ
て
き
た
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
依
然
と
し
て
社
会
の
あ
ら
ゆ
る
領
域
に
不
平
等
や
差
別
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
バ
イ
ア
ス
が
存
在
し
て
い
る
。
二
一
世
紀
に
入
り
、
企
業
の
社
会
的
責
任
経
営
（
Ｃ
Ｓ
Ｒ
）
が
重
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
る
と
、
こ
の
課
題
に
自
主
的
に
取
り
組
む
企
業
が
増
え
て
い
る
。
ま
た
、
企
業
市
民
の
一
員
と
し
て
、
職
場
内
だ
け
で
は
な
く
、
国
内
外
の
地
域
の
女
性
を
エ
ン
パ
ワ
ー
し
て
、
国
際
社
会
や
地
域
社
会
に
貢
献
し
よ
う
と
い
う
企
業
も
現
れ
て
い
る
。
こ
う
し
た
企
業
の
取
組
を
促
進
、
支
援
す
る
政
府
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
法
制
度
の
整
備
も
進
ん
で
き
た
。
（１） 
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
（
以
下
、
「
国
連
Ｇ
Ｃ
」
と
い
う
。
）
と
国
連
女
性
開
発
基
金
（
ユ
ニ
フ
ェ
ム
）
（
当
時
）
は
共
同
し
（２） 
て、一一○一○年一一一月に、「女性のエンパワメント原則」（三・日の已軍の国自己・急の忌日の三勺国ロ・苞のの。以下、「ＷＥＰｓ」と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
は
じ
め
に ポジティブ・アクションによる女性のエンパワメントと平等推進
ｌ
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
ョ
ン
パ
ク
ト
の
新
た
な
チ
ャ
レ
ン
ジ
ー
大
西
祥
世
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
一
号
一一
い
う
。
）
を
作
成
し
た
。
こ
れ
は
、
企
業
が
男
女
平
等
と
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
に
向
け
て
｛
曰
主
的
に
取
り
組
む
こ
と
で
企
業
活
動
の
活
力
と
成
長
を
獲
得
す
る
指
針
と
な
る
よ
う
に
立
案
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
は
、
経
済
的
お
よ
び
社
会
的
な
男
女
平
等
は
、
政
治
参
画
と
比
較
し
て
、
い
ま
だ
十
分
に
達
成
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
を
問
題
視
し
て
、
そ
の
克
服
と
推
進
に
重
点
を
置
く
取
組
で
あ
る
。
企
業
に
と
っ
て
、
男
女
平
等
推
進
は
ビ
ジ
ネ
ス
成
功
の
カ
ギ
で
あ
る
と
い
う
こ
と
と
、
男
女
平
等
を
推
進
す
る
こ
と
そ
の
も
の
が
ビ
ジ
ネ
ス
で
あ
る
、
と
い
う
両
方
の
意
味
が
含
ま
れ
る
。
二
○
一
○
年
一
一
一
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
日
本
政
府
の
「
第
三
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
」
は
、
基
本
的
考
え
方
と
し
て
、
女
性
の
活
用
に
よ
る
経
済
社
会
の
活
性
化
が
持
続
的
に
新
た
な
価
値
を
創
造
す
る
た
め
に
不
可
欠
で
あ
る
と
さ
れ
た
こ
と
が
特
色
で
あ
り
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
と
課
題
意
識
が
共
通
し
て
い
る
。
諸
外
国
の
男
女
平
等
推
進
に
関
す
る
法
制
度
も
、
経
済
的
お
よ
び
社
会
的
平
等
を
い
か
に
実
現
す
る
か
を
課
題
と
し
、
そ
れ
を
推
進
す
る
た
め
に
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
政
策
に
重
点
を
置
き
始
め
た
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
ま
ず
、
日
本
お
よ
び
諸
外
国
の
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
の
、
Ｃ
Ｓ
Ｒ
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
イ
ッ
シ
ュ
ー
の
取
組
の
具
体
例
に
つ
い
て
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
指
標
と
し
て
分
析
し
そ
の
内
容
を
検
討
す
る
。
つ
い
で
、
日
本
お
よ
び
諸
外
国
の
雇
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
概
観
し
て
そ
の
特
徴
を
抽
出
し
、
男
女
平
等
を
具
体
的
に
実
現
す
る
手
段
と
し
て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
が
有
用
で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た
い
。
（３） 
な
お
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
政
治
分
野
、
行
政
分
野
を
対
象
と
し
た
も
の
も
あ
る
が
、
本
稿
は
一
厘
用
分
野
に
限
る
こ
と
と
する。
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
に
お
け
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
の
重
視
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国
連
Ｇ
Ｃ
は
、
企
業
の
ト
ッ
プ
が
Ｇ
Ｃ
十
原
則
に
基
づ
き
Ｃ
Ｓ
Ｒ
を
実
行
す
る
こ
と
を
盟
約
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
。
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
策
定
に
よ
っ
て
、
企
業
が
、
女
性
の
人
権
保
障
や
男
女
平
等
の
推
進
と
ビ
ジ
ネ
ス
の
双
方
が
発
展
す
る
よ
う
自
主
的
に
取
り
組
む
際
に
そ
（４） 
の行動の基準となる原則が整備された。国連ＧＣおよびＷＥＰｓの形成のプロセスと内容の詳細はすでに別稿で藝輌じ
た
の
で
こ
こ
で
は
省
略
す
る
が
、
企
業
に
お
け
る
男
女
平
等
の
推
進
と
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
に
つ
い
て
、
七
つ
の
行
動
を
ビ
ジ
ネ
ス
の
原
則
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
実
現
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
（
後
掲
表
一
）
。
国連ＧＣ事務所は、二○○九年一一一月にユニフェムと共同で「女性の原則（一一○○九年版）」を作成してから、｜貢
し
て
、
企
業
に
お
け
る
男
女
平
等
の
推
進
や
女
性
の
地
位
向
上
を
め
ざ
し
て
、
職
場
、
市
場
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
推
進
す
る
し
く
み
の
拡
充
を
め
ざ
し
て
き
た
。
連
携
先
で
あ
る
ユ
ニ
フ
ェ
ム
が
、
’
’
○
一
｜
年
一
月
に
他
の
三
つ
の
国
連
機
関
と
統
合
さ
れ
て
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
と
し
て
発
足
し
て
か
ら
も
、
そ
の
密
接
な
連
携
は
継
続
さ
れ
て
い
る
。
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
の
事
務
局
長
は
国
連
事
務
次
長
級
と
い
う
高
い
地
位
と
さ
れ
た
。
初
代
事
務
局
長
の
ミ
シ
ェ
ル
・
パ
チ
ェ
レ
氏
は
、
そ
の
発
足
時
に
、
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
の
（５） 
五つの優先課題を提示したが、いずれもＷＥＰｓに深く関連するものであり、国連ＧＣ事務所と連携してＷＥＰｓを
推
進
す
る
動
き
は
、
ま
す
ま
す
強
化
さ
れ
る
だ
ろ
う
。
また、国連ＧＣ事務所とＵＮウィメンは、一一○一一年三月九日・’○日に、「平等推進とビジネスー女性のエンパ
ワ
メ
ン
ト
原
則
」
の
会
合
を
共
催
し
た
。
二
日
間
の
会
合
を
通
じ
て
、
企
業
が
職
場
、
市
場
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
お
よ
び
そ
の
他
改
善
が
求
め
ら
れ
る
領
域
に
お
い
て
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
前
進
さ
せ
る
た
め
Ｗ
Ｅ
Ｐ
Ｓ
を
ど
の
よ
う
に
運
用
す
る
か
、
活
発
に
議
論
さ
れ
た
。
筆
者
は
、
同
会
合
が
初
め
て
開
催
さ
れ
た
一
一
○
○
九
年
か
ら
三
年
連
続
し
て
、
法
政
大
学
国
連
Ｇ
Ｃ
研
究
セ
ン
タ
ー
か
ら
派
遣
さ
れ
て
参
加
し
て
い
る
が
、
今
回
も
熱
気
あ
ふ
れ
る
会
合
で
あ
っ
た
。
本
会
合
の
第
一
曰
目
は
、
二
○
’
○
年
に
作
成
さ
れ
た
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
活
用
実
績
が
検
証
さ
れ
た
。
冒
頭
に
、
播
基
文
国
連
事
務
総
長
が
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
一一一
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四
出
席
し
て
開
会
挨
拶
を
行
い
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
用
い
て
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
け
る
男
女
平
等
を
推
進
し
、
社
会
を
よ
り
よ
く
す
る
こ
と
が
呼
び
か
け
ら
れ
た
。
会
合
で
は
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
指
針
と
し
て
企
業
が
よ
り
一
層
男
女
平
等
に
取
り
組
む
こ
と
、
好
事
例
を
共
有
す
る
こ
と
、
企
業
の
取
組
に
対
す
る
政
府
の
積
極
的
な
支
援
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
等
が
パ
ネ
リ
ス
ト
か
ら
報
告
さ
れ
、
議
論
さ
れ
た
。
ま
た
、
民
間
企
業
の
取
締
役
に
女
性
を
一
定
割
合
登
用
す
る
ク
オ
ー
タ
制
を
法
律
に
規
定
す
る
こ
と
の
重
要
性
も
指
摘
さ
れ
た
。
第
二
日
目
は
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
さ
ら
に
活
用
す
る
た
め
の
方
策
を
検
討
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が
行
わ
れ
た
。
男
女
平
等
と
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
推
進
す
る
た
め
に
効
果
的
な
ツ
ー
ル
、
た
と
え
ば
、
女
性
の
取
締
役
お
よ
び
管
理
職
へ
の
登
用
を
増
や
す
た
め
に
専
門
的
お
よ
び
技
術
的
な
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
、
ト
ッ
プ
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
と
り
強
力
に
関
与
す
る
社
内
委
員
会
を
立
ち
上
げ
る
こ
と
、
透
明
性
を
確
保
し
て
従
業
員
お
よ
び
管
理
職
の
人
数
な
ら
び
に
賃
金
等
の
男
女
別
の
統
計
を
公
開
・
報
告
す
る
こ
と
、
進
捗
状
況
を
公
開
・
報
告
す
る
際
は
政
府
お
よ
び
国
際
機
関
や
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
支
援
が
有
効
で
あ
る
こ
と
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
が
企
業
の
こ
う
し
た
取
組
へ
の
地
図
・
指
標
と
な
る
こ
と
、
政
府
の
政
策
と
ト
ッ
プ
の
実
践
が
企
業
を
強
力
に
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
こ
と
等
に
つ
い
て
、
報
告
を
も
と
に
活
発
に
議
論
参
加
者
は
約
一
七
○
名
で
あ
っ
た
が
、
ア
ジ
ア
か
ら
の
参
加
者
は
、
法
政
大
学
現
代
法
研
究
所
国
連
Ｇ
Ｃ
研
究
セ
ン
タ
ー
が
唯
一
の
参
加
者
で
あ
っ
た
過
去
二
回
の
会
合
と
比
べ
る
と
格
段
に
増
加
し
、
研
究
者
二
名
お
よ
び
企
業
か
ら
ア
メ
リ
カ
現
地
法
人
の
八
名
が
参
加
し
、
曰
本
政
府
国
連
代
表
部
大
使
ら
も
参
加
し
た
。
国
連
代
表
部
は
、
第
一
曰
目
に
開
催
さ
れ
た
会
合
の
レ
セ
プ
シ
ョ
ン
を
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
政
府
国
連
代
表
部
と
共
催
し
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
推
進
を
積
極
的
に
支
持
す
る
姿
勢
を
表
明
し
た
。
ま
た
、
韓
国
の
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
協
会
（
以
下
、
「
Ｇ
Ｃ
Ｋ
Ｎ
」
と
い
う
）
の
イ
・
ユ
ン
キ
ュ
ン
人
権
Ｐ
Ｒ
部
長
が
参
加
し
た
。
Ｇ
Ｃ
Ｋ
Ｎ
は
二
○
一
一
年
四
月
に
、
韓
国
の
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
を
対
象
と
し
た
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
に
関
す
る
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。
Ｇ
Ｃ
Ｋ
Ｎ
に
よ
る
と
、
同
セ
ミ
ナ
ー
を
契
機
に
、
韓
国
政
府
や
企
業
と
と
も
に
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
積
極
的
に
推
進
し
て
い
く
方
針
と
の
こ
と
で
あ
る
。
曰
本
と
と
も
された。
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国連ＧＣに加盟した日本企業は、一一○一一年一一一月末現在で一一一一一一一社である。この一一一一三社の男女平等推進と女性の
働
き
や
す
さ
を
支
援
す
る
取
組
に
つ
い
て
、
各
企
業
が
自
主
的
に
発
行
し
て
い
る
二
○
’
○
年
版
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
ま
た
は
Ｃ
Ｏ
Ｐ
報
告
書
の
記
述
を
調
査
し
、
国
際
公
準
と
も
い
え
る
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
に
基
づ
き
、
分
析
し
た
。
ま
た
、
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
推
進
は
「
原
則
２
」
に
含
ま
れ
て
い
る
が
、
と
く
に
企
業
や
政
府
に
重
視
さ
れ
て
い
る
の
で
こ
れ
を
「
原
則
８
」
と
し
て
別
項
に
し
、
合
計
八
項
目
に
照
ら
し
て
、
日
本
の
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
イ
ッ
シ
ュ
ー
の
取
組
の
内
容
を
検
討
し
た
い
。
一一○一｜年一一一月末の加盟企業一一一一三社のうち、一一○’○年度版のＣＳＲ報告書を発行して冊子版やウェブサイトに
（６） 
お
い
て
閲
覧
可
能
で
あ
っ
た
の
は
一
○
七
社
で
あ
っ
た
。
こ
の
》
つ
ち
、
男
女
平
等
推
進
に
関
連
す
る
取
組
が
記
載
さ
れ
て
い
た
の
は
九
九
（７） 
社（伽％）であった。おおむね九割の企業のＣＳＲ活動において男女平等推進に取り組まれていることがわかる。た
い
へ
ん
高
率
で
あ
り
、
企
業
の
熱
心
さ
が
わ
か
る
。
そ
こ
で
、
男
女
平
等
推
進
に
関
す
る
取
組
が
記
載
さ
れ
た
九
九
社
の
取
組
を
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
原
則
に
沿
っ
て
分
類
し
（
表
己
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
項
目
に
基
づ
き
そ
の
内
容
を
分
析
し
た
と
こ
ろ
、
次
の
三
つ
の
特
徴
が
明
ら
か
に
な
っ
た
。
に
、
韓
国
、
東
ア
ジ
ア
で
の
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
展
開
が
注
目
さ
れ
る
。
（
ご
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
に
お
け
る
実
践
と
「
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
原
則
」
と
の
相
関
性
曰
本
の
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
イ
ッ
シ
ュ
ー
の
取
組
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
五
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【表一】女性のエンパワメント原則一ジェンダー・イッシューに関するＣＳＲ活動に取
り組む日本およびWEPs署名企業の比較（2010年３月末現在）
法
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一ハ
①
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
の
促
進
第一に、各社とも従業員の働きやすさを追求して、男
女ともに仕事と家庭、仕事と生活の両立を図るワーク・
ライフ・バランス（ＷＬＢ）制度の充実に力を入れてい
ることがわかった（原則。。）。ＷＬＢの促進に関する労
働組合との対話（ステークホルダー・ダイアログ）（原
則５）にも取り組まれた。ＷＬＢは、休暇をとることや
長時間労働をしないという時間的なバランスと、育児・
介護や地域活動といったプライベートな領域と仕事との
バランスという二つの面がある。後者は、育児・介護休
業制度の充実が中心であり、とくに、男性の利用を促進
する施策が多くみられた。育児休業取得者の男女別人数
および比率を公表する企業が大幅に増加し、ほぼ標準化
された。女性の育児休職取得率はかなり高まり、Ⅲ％に
達する企業もある（リコー、コスモ石油、日本郵船、住
友林業、ライオン）。こうした両立支援策は、女性を対
象としたポジティブ・アクションにとどまらず、男性の
家庭生活の重視・喜び等、働く人全体を対象とする働き
ＷＥＰｓ 日本のGC加盟企業の取組 諸外国のWEPs署名企業の取組(83社)(8)
原則１リーダーシップ,男女平等
の創造 １８社 30社
原則２均等な機会,インクルージ
ヨン,差別撤廃 63社 43社
原則３健康,安全,暴力からの
自由 30社 １６社
原則４教育と研修 23社 45社
原則５ビジネスの発展,サプライ
チェーン，マーケティンク戦略 26社 19社
原則６地域的なリーダーシップと
雇用 31社 29社
原則７透明性,測定,報告 61社 １７社
原則８ワーク・ライフ・バランス
87社
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（９） 
方の見直しを含む取組が、〈▽後ますます求められるであろう。
ただし、育児休業は、単に制度を整備するだけではなく、男女ともに利用しやすいものとすることが肝要である。
男
性
の
取
得
者
が
増
え
た
要
因
と
し
て
、
各
企
業
は
、
配
偶
者
出
産
休
暇
制
度
の
設
置
や
育
児
休
業
の
有
給
化
（
五
日
か
ら
一
○
日
間
程
度）等によって取得しやすくなったことを挙げている。女性の場合は、休業取得後に復職し、就労が継続できるしく
みが不可欠であるが、十分ではない。｜般的には、育児休業を取得している女性は増えているが、出産を機に六～七
（皿）
割
は
退
職
し
て
お
り
、
そ
の
割
合
は
こ
の
二
○
年
間
横
ば
い
で
ほ
と
ん
ど
変
化
が
な
い
。
そ
こ
で
、
育
児
休
業
取
得
者
の
復
職
率
が
高
い
企
業
の
取
組
は
注
目
さ
れ
る
。
た
と
え
ば
、
セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン
は
、
出
産
・
育
児
休
職
後
の
復
職
率
は
制
度
導
入
以
来
開
％
で
あ
り
、
一一○○九年度は女性五一一一人が育児休業を取得しその川％が復職した。同社は、一九八三年に男女の賃金格差を解消す
る等の男女平等推進の取組を進めた結果、女性の平均勤続年数は一一一・七年であり、男性一八・○年よりも三・七年
（ｕ） 
長いことが特色である。また、育児休業の取得期間別のデータを公表しているべ、ネッセホールディングスの復職率は
卯％以上である。その他、育児休業中の女性社員に社内イントラネットを通じた支援を行ったり、上司向けにセミナ
ー
を
開
催
し
た
り
し
て
、
円
滑
な
復
職
と
就
業
継
続
を
め
ざ
す
企
業
も
あ
る
。
②
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
る
男
女
平
等
の
企
業
文
化
の
創
造
第
二
に
、
ト
ッ
プ
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
り
、
女
性
の
活
用
お
よ
び
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
を
推
進
す
る
企
業
が
増
加
し
た
（
原
則
１
）
。
Ｃ
Ｓ
Ｒ
へ
の
「
ト
ッ
プ
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
」
に
お
い
て
表
明
さ
れ
る
例
（
キ
リ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
、
り
そ
な
等
）
も
あ
る
。
ア
サ
ヒ
ビ
ー
ル
は
、
業
務
の
割
り
振
り
や
評
価
、
昇
進
・
昇
格
、
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
等
の
項
目
に
お
い
て
、
女
性
社
員
の
約
六
割
が
性
別
で
不
合
理
な
差
を
感
じ
て
い
る
事
実
が
浮
か
び
上
が
り
、
男
女
問
の
意
識
の
差
が
大
き
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
の
で
、
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
七
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八
推
進
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
「
Ｗ
Ａ
Ｖ
Ｅ
函
（
う
ね
り
）
」
を
設
置
し
た
。
同
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
オ
ー
ナ
ー
を
社
長
の
荻
田
伍
氏
（
当
時
。
現
会
長
）
と
し
、
人
事
部
長
を
リ
ー
ダ
ー
に
、
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
社
外
取
締
役
の
坂
東
眞
理
子
氏
を
起
用
し
て
、
公
募
で
集
ま
っ
た
女
性
一
七
人
、
男
性
三
人
が
月
一
回
ペ
ー
ス
で
七
回
の
合
宿
を
実
施
し
た
。
他方、大和証券ホールディングスは、ＣＥＯが委員長を兼務する「ワーク・ライフ・バランス推進委員会」を三カ
月
に
一
回
企
画
検
討
、
協
議
す
る
と
と
も
に
、
人
事
部
内
に
「
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
推
進
課
」
を
設
置
し
た
。
ト
ッ
プ
の
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
に
よ
り
、
日
本
の
金
融
界
を
牽
引
す
る
女
性
リ
ー
ダ
ー
輩
出
に
向
け
て
、
女
性
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
層
の
拡
大
を
加
速
し
た
結
果
、
二
○
○
九
年
度
に
新
た
に
女
性
の
役
員
が
四
人
、
部
室
店
長
六
人
が
誕
生
し
た
。
ま
た
、
全
社
員
に
対
し
、
一
九
時
前
退
社
が
励
ま
た
、
社
内
に
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
グ
ル
ー
プ
を
新
設
し
、
女
性
従
業
員
お
よ
び
女
性
を
部
下
に
持
つ
管
理
職
等
一
八
人
が
参
加
す
る
「
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
推
進
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
」
を
発
足
さ
せ
た
り
（
Ｎ
Ｅ
Ｃ
フ
ィ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
）
、
グ
ル
ー
プ
企
業
の
中
か
ら
五
社
を
選
び
出
し
て
女
性
の
活
躍
推
進
活
動
を
強
化
し
た
り
し
た
と
こ
ろ
（
ニ
コ
ン
）
も
あ
る
。
伝
統
的
に
女
性
が
少
な
い
と
さ
れ
る
業
種
（
鉱
山
会
社
）
で
あ
る
が
、
女
性
の
活
用
が
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
（
環
境
・
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
）
の
発
展
に
つ
な
が
っ
た
と
し
た
例
も
あ
る
（ＤＯＷＡホールディングス）。
こ
の
よ
う
に
、
ト
ッ
プ
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
、
企
業
の
す
べ
て
の
方
針
に
お
い
て
そ
の
観
点
を
貫
き
、
男
女
平
等
の
企
業
文
化
を
創
造
す
る
こ
と
で
、
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
に
向
け
て
大
き
く
前
進
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
行されている。
③
デ
ー
タ
の
公
表
と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
運
用
第
三
に
、
男
女
別
の
さ
ま
ざ
ま
な
デ
ー
タ
を
公
表
し
て
透
明
性
を
確
保
し
、
そ
れ
を
さ
ら
に
一
一
一
～
五
年
間
の
経
年
で
示
す
こ
と
に
よ
っ
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て
進
捗
状
況
を
モ
ー
タ
ー
す
る
企
業
が
増
加
し
た
（
原
則
７
）
。
男
女
別
の
デ
ー
タ
は
、
そ
の
企
業
の
従
業
員
や
管
理
職
の
人
数
や
割
合
だ
け
で
は
な
く
、
新
卒
お
よ
び
中
途
で
の
採
用
者
数
、
平
均
賃
金
、
平
均
勤
続
年
数
、
退
職
率
、
育
児
・
介
護
休
業
制
度
の
利
用
率
等
も
あ
る
。
企
業
グ
ル
ー
プ
全
体
と
中
核
と
な
る
企
業
単
体
の
両
方
を
取
り
上
げ
る
場
合
も
あ
る
。
こ
う
し
た
デ
ー
タ
の
す
べ
て
を
報
告
書
に
掲
載
す
る
企
業
は
ま
だ
少
数
で
あ
る
が
、
五
四
社
で
は
こ
れ
ら
が
組
み
合
わ
さ
れ
て
公
表
さ
れ
て
い
る
。
デ
ー
タ
の
公
表
は
、
透
明
性
の
確
保
に
も
、
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
実
行
に
も
不
可
欠
で
あ
り
、
企
業
ガ
パ
ナ
ン
ス
の
面
か
ら
も
評
価
で
き
よ
う
。
ま
た
、
国
内
グ
ル
ー
プ
と
海
外
グ
ル
ー
プ
の
デ
ー
タ
を
公
表
し
て
比
較
す
る
企
業
が
増
加
し
た
（
ア
サ
ヒ
ビ
ー
ル
、
富
士
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
、
日
産
、
資
生
堂
、
花
王
、
ア
ン
リ
ッ
、
Ｊ
Ｘ
日
鉱
曰
石
金
属
、
味
の
素
）
。
日
本
の
状
況
の
深
刻
さ
を
浮
か
び
上
が
ら
せ
て
改
善
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
を
与
え
よ
う
と
す
る
企
図
が
わ
か
る
。
富
士
ゼ
ロ
ッ
ク
ス
は
、
グ
ル
ー
プ
内
の
六
三
法
人
を
対
象
に
、
オ
ン
ラ
イ
ン
で
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
た
。
設
問
の
一
つ
に
、
女
性
の
管
理
職
登
用
を
推
進
す
る
仕
組
み
の
有
無
が
あ
る
が
、
国
内
の
生
産
・
非
生
産
拠
点
と
も
、
海
外
拠
点
と
の
取
組
に
大
き
な
差
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
た
。
こ
う
し
た
、
透
明
性
を
確
保
し
た
方
法
で
そ
の
成
果
を
モ
ニ
タ
ー
し
た
り
そ
の
進
捗
を
伝
え
た
り
す
る
企
業
は
ま
だ
少
な
い
が
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
で
は
強
く
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と
で
あ
り
、
同
社
の
他
方
で
、
女
性
の
積
極
的
な
登
用
に
向
け
て
目
標
値
を
設
定
し
（
原
則
２
）
、
従
業
員
お
よ
び
管
理
職
の
男
女
別
の
人
数
や
割
合
を
公
表
し
て
（
原
則
７
）
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
バ
ラ
ン
ス
を
明
ら
か
に
し
、
女
性
を
増
や
そ
う
と
い
う
試
み
が
あ
る
。
こ
う
し
た
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
設
け
た
企
業
は
八
社
で
あ
っ
た
。
数
値
目
標
を
と
も
な
う
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
自
主
的
に
取
り
組
む
例
は
ま
だ
（皿）
少
数
で
あ
り
、
た
い
へ
ん
注
目
さ
れ
る
の
で
、
お
の
お
の
を
取
り
上
げ
た
い
。
日
本
製
紙
グ
ル
ー
プ
は
、
女
性
管
理
職
比
率
が
約
１
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
は
女
性
の
登
用
が
困
難
な
生
産
現
場
で
働
く
従
業
員
の
比
率
が
高
い
た
め
で
あ
る
と
し
、
曰
本
製
紙
は
「
新
卒
総
合
職
採
用
活
動
に
お
い
て
女
性
比
率
別
％
」
を
目
標
に
掲
げ
、
女
性
の
積
極
的
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
九
モ
ニ
タ
ー
し
た
り
そ
（
取組は注目される。
他方で、女性の》
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一○
な
採
用
を
進
め
て
い
る
。
採
用
者
は
二
○
○
九
年
度
は
別
％
、
二
○
’
○
年
度
は
肥
％
で
あ
っ
た
。
キ
リ
ン
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
は
、
二
○
○
六
年
一
○
月
に
「
キ
リ
ン
版
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
ア
ク
シ
ョ
ン
」
を
ま
と
め
、
新
入
社
員
の
女
性
採
用
比
率
約
四
割
の
継
続
や
二
○
一
五
年
ま
で
に
女
性
管
理
職
一
○
○
人
程
度
の
登
用
を
め
ざ
し
て
い
る
。
二
○
一
○
年
四
月
の
新
卒
採
用
者は女性洲％、管理職数は四二人（邪％）であった。
一一一菱ＵＦＪフィナンシャルグループの一一一菱ＵＦＪ銀行は、女性のキャリア形成支援として数値目標を設置した。目
標
値
は
、
女
性
の
部
店
長
を
三
○
人
、
女
性
次
長
・
課
長
等
は
一
○
○
人
、
訳
付
き
や
女
性
比
率
は
Ⅵ
％
、
総
合
職
新
卒
採
用
の
女
性
比
率は別％の維持であった。一一○一○年四月には、すべて目標値を超えて達成し、それぞれ三九人、一一四人、川％、
ニ
コ
ン
は
、
性
別
に
よ
ら
な
い
採
用
と
処
遇
を
行
っ
て
い
る
も
の
の
、
実
際
の
社
員
数
や
管
理
職
者
数
に
男
女
差
が
あ
る
こ
と
が
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
、
女
性
の
能
力
開
発
の
促
進
と
女
性
が
活
躍
で
き
る
企
業
風
土
の
醸
成
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
二
○
一
○
年
三月期は目標を数値化し、定期採用における女性比率について、技術系採用者のうちの女性比率、％以上、全社員に
おける女性社員の比率を一一○一一一一年一一一月末に、％以上、女性管理職（課長相当職以上）者数を一一○一五年三月末まで
に二○一○年一一一月末の一一一一人から倍増するとしている。
オ
ム
ロ
ン
は
、
二
○
○
九
年
度
の
目
標
と
し
て
、
女
性
総
合
職
採
用
数
一
六
人
以
上
（
別
％
以
上
）
を
設
定
し
、
一
一
○
一
○
年
四
月
期
に一五人（側％）を採用した。
Ｊ
Ｓ
Ｒ
は
、
一
一
○
’
五
年
度
ま
で
に
、
管
理
職
に
占
め
る
女
性
社
員
を
５
％
、
二
○
一
一
年
度
新
規
採
用
女
性
比
率
を
技
術
系
旧
～
別
％
、
事
務
系
側
～
別
％
を
め
ざ
し
て
い
る
。
シ
ャ
ー
プ
は
、
「
女
性
社
員
の
戦
力
化
プ
ロ
グ
ラ
ム
目
標
」
を
設
定
し
た
。
「
女
性
リ
ー
ダ
ー
へ
の
登
用
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
は
女
性
管
理
職
羽％であった。
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数の拡大（二○一一一」
帥
％
）
を
目
標
と
す
る
。
帝
人
は
、
’
九
九
九
屍
帝
人
は
、
’
九
九
九
年
か
ら
女
性
の
活
躍
推
進
に
取
り
組
ん
で
き
た
が
、
二
○
○
七
年
度
か
ら
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
に
発
展
さ
せ
て
取
り
組
ん
で
い
る
。
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
と
し
て
、
新
卒
採
用
総
合
職
女
性
比
率
別
％
を
目
標
と
し
、
二
○
○
｜
年
以
降
ほ
ぼ
達
成
し
て
い
る
。
ま
た
、
「
女
性
管
理
職
三
倍
増
計
画
」
と
し
て
国
内
グ
ル
ー
プ
企
業
一
二
社
合
計
で
女
性
管
理
職
（
課
長
相
当
以
上
）
を
一
一
○
○
二
年
度
対
比
三
倍
の
六
○
人
に
増
や
す
目
標
を
た
て
、
一
一
○
○
七
年
度
末
に
達
成
し
、
二
○
○
九
年
度
末
に
六
九
人
と
な
っ
た
。
「
二
○
○
九
’
一
一
○
一
一
年
の
中
期
計
画
」
で
は
、
課
長
以
上
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
に
就
任
し
て
い
る
女
性
管
理
職
数
が
、
一
一
○
○
八
年
度
末
一
五
人
の
一
・
五
倍
と
な
る
こ
と
を
め
ざ
す
。
他
方
、
数
値
目
標
は
明
確
で
は
な
い
が
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
設
定
し
た
企
業
も
あ
る
（
イ
オ
ン
、
凸
版
印
刷
、
タ
ム
ロ
ン
、
住
友
林
業
、
カ
シ
オ
計
算
機
）
。
な
お
、
二
○
○
九
年
度
版
の
報
告
書
に
数
値
目
標
を
掲
げ
て
い
た
五
社
の
う
ち
、
み
ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
（
女
性
基
幹
職
採
用
別
％
以
上
お
よ
び
二
○
二
年
度
末
ま
で
に
女
性
管
理
職
、
％
以
上
）
、
住
友
林
業
（
新
卒
女
性
採
用
別
％
以
上
）
、
伊
藤
忠
商
事
（
女
性
総
合
職
採
用
別
％
お
よ
び
全
総
合
職
Ⅲ
％
）
の
三
社
の
一
一
○
一
○
年
度
の
取
組
は
、
確
認
で
き
な
かった。
国
連
Ｇ
Ｃ
事
務
所
は
、
二
○
’
○
年
に
世
界
各
国
の
企
業
に
対
し
て
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
七
項
目
の
実
践
に
つ
い
て
ア
ン
ケ
ー
ト
を
実
施
し
、
八
三
社
か
ら
回
答
を
得
て
、
二
○
’
○
年
五
月
に
発
表
し
た
（
前
掲
表
一
）
。
また、前述したとおり、二○一一年一一一月に開催された国連ＧＣ事務所とＵＮウィメンの共催会合において、ＷＥＰｓ
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
｜’ 
（
二
）
世
界
の
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
に
お
け
る
「
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
原
則
」
の
活
用
（二○一一一年度一
○
○
人
以
上
）
を
、
「
女
性
主
事
の
育
成
戦
力
化
」
は
女
性
社
員
の
主
事
比
率
の
向
上
（
二
○
一
二
年
度
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活
用
の
好
事
例
が
報
生
ロ
さ
れ
た
。
た
と
え
ば
、
男
女
平
等
行
動
計
画
を
策
定
し
、
女
性
の
少
な
い
職
域
に
女
性
を
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
導
入
し
、
専
門
的
な
研
修
を
行
っ
て
キ
ャ
リ
ア
を
発
展
さ
せ
る
こ
と
で
、
女
性
の
従
業
員
が
半
数
に
な
り
、
女
性
の
中
間
管
理
職
が
増
え
、
さ
ら
に
従
業
員
満
足
度
も
向
上
し
た
（
ブ
ラ
ジ
ル
銀
行
）
、
自
社
の
取
引
金
額
の
大
き
さ
を
い
か
し
て
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
地
域
の
女
性
が
経
営
す
る
企
業
を
巻
き
込
む
こ
と
に
よ
っ
て
女
性
と
地
域
、
女
性
と
経
済
を
結
び
付
け
た
（
Ｉ
Ｂ
Ｍ
）
、
Ｎ
Ｇ
Ｏ
が
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
活
用
を
企
業
や
政
府
に
働
き
か
け
た
結
果
、
二
○
’
○
年
九
月
の
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
第
一
五
回
女
性
リ
ー
ダ
ー
ズ
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
で
採
択
さ
れ
た
「
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
首
脳
お
よ
び
閣
僚
へ
の
提
言
」
に
お
い
て
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
へ
の
支
持
が
表
明
さ
れ
、
Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｃ
首
脳
会
合
の
成
（皿）
果
文
書
に
女
性
の
経
済
的
な
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
の
推
進
が
盛
り
込
ま
れ
た
（
Ｂ
Ｐ
Ｗ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
）
等
で
あ
る
。
国
連
Ｇ
Ｃ
事
務
所
と
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
は
、
一
一
○
’
○
年
三
月
か
ら
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
が
実
際
に
力
強
く
企
業
に
よ
っ
て
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
、
こ
の
原
則
を
支
持
し
、
自
社
で
積
極
的
に
取
り
組
も
う
と
す
る
企
業
の
Ｃ
Ｅ
Ｏ
に
対
し
て
、
「
Ｃ
Ｅ
Ｏ
ス
テ
イ
ト
メ
ン
ト
」
に
署
名
し
て
、
そ
の
積
極
的
な
姿
勢
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
推
奨
し
た
。
こ
の
呼
び
か
け
に
応
じ
て
署
名
し
た
Ｃ
Ｅ
Ｏ
は
、
一
一
○
一
一
年
三
月
末
現
在
で
一
八
八
社
（
う
ち
、
日
本
企
業
は
二
五
社
）
と
な
っ
た
。
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
の
中
に
は
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
に
改
め
て
署
名
を
す
る
ま
で
も
な
く
、
従
前
よ
り
男
女
平
等
に
取
り
組
ん
で
お
り
今
後
も
同
様
に
進
め
て
い
く
と
い
う
企
業
も
あ
る
が
、
署
名
を
し
て
立
場
を
表
明
す
る
こ
と
で
、
国
際
的
な
人
権
水
準
の
実
現
、
進
捗
状
況
の
測
定
、
好
事
例
の
共
有
等
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
こ
う
し
た
男
女
平
等
の
実
現
を
め
ざ
す
企
業
の
努
力
に
対
応
し
て
そ
れ
を
政
府
が
積
極
的
に
支
援
し
た
り
、
あ
る
い
は
、
政
府
の
リ
ー
ド
に
よ
り
そ
れ
を
促
し
た
り
す
る
取
組
も
あ
る
。
こ
う
し
た
雇
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
曰
本
の
法
制
度
で
は
、
企
三
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
一
厘
用
に
お
け
る
男
女
平
等
の
促
進
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業
の
自
主
的
な
努
力
に
期
待
し
て
政
府
は
そ
れ
を
側
面
か
ら
支
援
す
る
、
と
い
う
△
も
の
で
あ
る
。
他
方
、
諸
外
国
で
は
、
女
性
の
エ
ン
パ
７
メ
ン
ト
を
積
極
的
に
促
進
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
政
府
が
企
業
に
そ
の
実
行
を
求
め
る
さ
ま
ざ
ま
な
法
制
度
が
整
備
さ
れ
て
内
容
も
豊
富
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
視
点
か
ら
、
両
者
を
比
較
・
検
討
し
た
い
。
日
本
は
、
’
九
九
七
年
に
改
正
さ
れ
た
男
女
雇
用
機
会
均
等
法
（
昭
和
四
七
年
法
律
第
一
○
三
号
）
（
以
下
、
「
均
等
法
」
と
い
う
）
に
お
い
て
初
め
て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
関
す
る
規
定
が
設
け
ら
れ
た
。
た
だ
し
、
そ
の
態
様
は
消
極
的
で
、
男
女
平
等
や
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
よ
り
一
層
促
進
す
る
た
め
と
い
う
よ
り
も
、
女
性
の
み
を
対
象
と
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
事
業
主
が
法
律
違
反
と
な
ら
な
い
と
さ
れ
た
範
囲
に
限
定
し
て
講
ず
る
こ
と
を
妨
げ
な
い
（
第
九
条
。
現
第
八
条
）
、
と
い
う
も
の
で
あ
る
。
ま
た
、（肥）
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
計
画
を
作
成
す
る
実
施
体
制
を
整
備
し
よ
う
と
す
る
企
業
に
対
し
て
、
国
は
相
談
そ
の
他
の
援
助
が
で
き
る
（
第
二
○
条
）
。
二
○
○
六
年
改
正
均
等
法
で
は
、
企
業
に
対
す
る
国
の
援
助
と
し
て
、
取
組
状
況
を
外
部
に
開
示
し
よ
う
と
す
る
企
業
へ
（Ⅳ） 
の
相
談
そ
の
他
の
援
助
が
追
加
さ
れ
た
（
第
一
四
条
）
。
厚
生
労
働
省
は
二
○
○
一
年
七
月
に
、
企
業
が
自
主
的
、
積
極
的
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
や
ア
ク
シ
ョ
ン
に
取
り
組
む
よ
う
促
す
し
く
み
と
し
て
、
日
本
経
済
団
体
連
合
会
、
東
京
商
工
会
議
所
、
全
国
中
小
企
業
団
体
中
央
会
（旧）
の協力を得て、「女性の活躍推進協議会」を設置した。二○○九年から第三期の活動を開始し、一一○一○年一一月にシ
ン
ボ
ル
マ
ー
ク
「
き
ら
ら
」
を
発
表
し
て
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
普
及
し
て
い
る
。
他
方
で
、
一
九
九
九
年
に
制
定
さ
れ
た
男
女
共
同
参
画
社
会
基
本
法
（
平
成
二
年
法
律
第
七
八
号
）
は
、
男
女
が
、
社
会
の
対
等
な
構
成
員
と
し
て
、
自
ら
の
意
思
に
よ
っ
て
社
会
の
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
活
動
に
参
画
す
る
機
会
に
係
る
男
女
間
の
格
差
を
改
善
す
る
た
め
必
要
な
範
囲
内
に
お
い
て
、
男
女
の
い
ず
れ
か
一
方
に
対
し
、
当
該
機
会
を
積
極
的
に
提
供
す
る
「
積
極
的
改
善
措
置
」
（
第
二
条
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
‐
一
一
一
一
（
ご
曰
本
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
関
す
る
法
制
度
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）
を
規
定
し
た
。
さ
ら
に
、
国
は
、
男
女
間
の
格
差
を
改
善
す
る
た
め
必
要
な
範
囲
内
に
お
い
て
、
男
女
の
い
ず
れ
か
一
方
に
対
し、当悪路慨会を糖暹極的に提供することを含む男女共同参画社会の形成の促進に関わる施策を総合的に策定し及び実施
す
る
責
務
を
有
す
る
（
第
八
条
）
。
そ
の
一
方
で
、
企
業
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
男
女
共
同
参
画
社
会
の
形
成
に
寄
与
す
る
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
第
一
○
条
）
と
さ
れ
、
自
主
的
な
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
が
期
待
さ
れ
た
。
また、同法第一一一一条に基づく「第一一一次男女共同参画基本計画」（二○一○年一一一月一七曰閣議決定）は、女性の活
躍
に
よ
る
経
済
社
会
の
活
性
化
を
強
調
し
、
そ
の
具
体
化
の
た
め
に
、
二
○
一
○
年
ま
で
に
、
指
導
的
立
場
の
女
性
を
別
％
と
す
る
こ
と
や
、
男
性
の
育
児
休
業
取
得
率
を
田
％
と
す
る
等
の
成
果
目
標
を
示
し
た
。
政
府
の
「
新
成
長
戦
略
」
（
二
○
一
○
年
六
月
一
八
曰
閣
議
決
定
）
で
も
同
様
の
目
標
値
が
設
定
さ
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
、
男
女
平
等
と
女
性
の
活
力
を
引
き
出
す
こ
と
を
曰
本
経
済
の
新
し
い
成
長
戦
略
と
し
て
位
置
付
け
る
の
で
あ
れ
ば
、
ま
ず
何
よ
り
も
、
政
府
か
ら
の
企
業
経
営
者
、
幹
部
職
員
レ
ベ
ル
へ
の
働
き
か
け
を
強
め
る
と
と
も
に
、
企
業
の
自
主
的
な
動
き
が
鈍
い
の
で
あ
れ
ば
、
よ
り
積
極
的
に
、
女
性
の
活
用
促
進
に
関
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
導
入
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
そ
こ
で
、
（四）
積
極
的
な
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
す
で
に
導
入
し
て
い
る
諸
外
国
の
例
が
参
考
に
な
る
の
で
、
次
節
で
検
討
し
た
い
。
（
二
）
諸
外
国
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
関
す
る
法
制
度
（卯）
Ｅ
Ｕ
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
、
各
国
政
府
、
研
究
機
関
の
報
上
口
書
等
に
よ
り
、
何
ら
か
の
方
法
で
雇
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
が
（皿）
実
施
さ
れ
て
い
る
国
と
し
て
把
握
で
き
た
の
は
、
日
本
を
含
め
四
二
カ
国
で
あ
る
。
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
根
拠
規
定
は
、
平
等
法
、
均
等
待
遇
法
、
会
社
法
等
と
い
っ
た
法
律
、
ま
た
は
政
府
の
行
動
計
画
、
証
券
取
引
所
等
の
自
主
規
範
で
あ
る
。
ル
ー
ル
を
守
ら
な
か
っ
た
と
き
に
、
制
裁
が
あ
る
場
合
と
、
制
裁
は
な
い
が
そ
の
理
由
の
説
明
が
求
め
ら
れ
る
「
遵
守
す
る
か
説
明
す
る
か
の
原
則
」
が
あ
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各国の雇用におけるポジティブ・アクションは、メニューが多岐にわたり、内容が豊富であるが、企業に対して実
施を求めるものと、その実施を政府が支援するものに大別でき、おおむね次の一○項目に整理できるだろう。
各国では、これらが単独であるいは組み合わされて実施されている。政府が一方的に企業に対してその実施を求め
る場合もあれば、政府と企業およびＮＧＯ、国際機関が連携したり、政府が企業を積極的に支援したりして実施を促
すものもある。紙幅の関係でそのすべてを検討することはできないため、本稿では、このうち、ＷＥＰｓとの関連で
特徴ある次の五つの取組に焦点を当てて検討したい。
【
表
二
】
諸
外
国
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
類
型
る
。
○
企
業
に
対
し
て
実
施
を
求
め
る
も
の
・
男
女
平
等
推
進
計
画
お
よ
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
・賃金、従業員、管理職、取締役等の男女別統計の公表
・
男
女
の
賃
金
格
差
の
解
消
・女性の従業員採用および取締役登用の促進
・女性のエンパワメントやＷＬＢの進捗状況のモニターと報告
○
政
府
に
よ
る
支
援
・企業における女性のエンパワメントやＷＬＢの進捗状況を測る利用しやすい指標の開発
・男女平等を推進した企業への表彰や認証マークの交付
・企業に求められる取組を行う際に生じるコストへの財政的支援
・女性活用促進企業に対する公契約上の優遇制度
・起業、職場復帰等の女性をエンパワーするための支援
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
■■■■■■■■■■ 
五
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①
男
女
平
等
推
進
計
画
お
よ
び
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
策
定
（
原
則
１
）
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
原
則
１
は
、
企
業
の
ト
ッ
プ
が
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
、
男
女
平
等
を
進
め
る
企
業
の
方
針
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
実
行
許
睾
凹
を
作
成
し
、
発
展
さ
せ
る
こ
と
等
を
求
め
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
法
制
度
上
企
業
に
求
め
て
い
る
国
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
たとえば、刻則Ⅶ判Ⅱ剖川列は、従業員一一五人以上の企業の事業主は、三年ごとに「平等に関する職場計画」を策定し
（犯）
なければならない（差別法、二○○八年。第一一一章第一一一一条）。同計画は、労働条件、採用等に関する措置の概要を示
す
も
の
で
あ
り
、
男
女
間
の
同
一
賃
金
に
関
す
る
行
動
計
画
の
総
括
的
な
報
告
も
含
む
。
ま
た
、
こ
れ
と
別
に
、
企
業
内
の
男
女
格
差
の
実態とその格差解消方法について、翌年までに開始または実施することを明示した「調査分析計画」を策定しなけれ
ば
な
ら
な
い
。
②
男
女
の
賃
金
格
差
の
解
消
（
原
則
２
、
原
則
７
）
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
は
、
男
女
平
等
賃
金
の
実
施
（
原
則
２
）
と
と
も
に
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
指
標
に
基
づ
く
進
捗
状
況
の
測
定
と
評
価
（
原
則
７
）
一
齪
冒
ｌ
また、刎刎判川刹（平等法、’’○’０蝿）、刊到刎列（雇用均等法、’九九五年）、ナミビア（一雇用におけるアファーマ
（妬）
テイブ・アクション法、’九九人範）、潮ヨハメⅡ刺（一厘用平等法、’九九八年）は法律により、オーストラリア（一一
（犯）
○一ｑ側）、引刎ゴ利。『（一一○○四年）は証券取引所による自主規範により、女性、人種、障がい者等のダイパーシテ
ィ
推
進
の
た
め
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
実
施
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
他方、刈剣川Ⅷ列、
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
。
また、刊到Ⅱ川刈
‐刀刊列引刻刊等では、法律により事業主に男女平等を推進する義務を課し、その計画を策定する
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を
求
め
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
法
制
度
上
企
業
に
求
め
て
い
る
国
は
、
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
は
、
企
業
に
お
け
る
男
女
平
等
賃
金
を
実
現
す
る
企
業
の
自
主
的
な
ツ
ー
ル
と
し
て
、
家
族
高
齢
者
女
性
若
者
省
が
支
援
し
て
、
（羽）
一
一
○
一
一
年
一
一
月
に
「
Ｌ
ｏ
ｇ
・
ｌ
ｂ
ｌ
Ｄ
」
を
開
発
し
た
。
こ
れ
は
、
企
業
の
賃
金
お
よ
び
人
材
、
組
織
構
造
を
分
析
し
て
、
そ
の
賃
金
格
差
の
解
消
方
法
の
情
報
と
解
決
策
を
提
供
す
る
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
・
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
で
あ
る
。
登
録
し
た
企
業
の
み
が
利
用
で
き
（一一○一二年まで無料）、非公開で運用される。同省は一一○’一一年までに一一○○社を対象とすることをめざしている。
また、刻刊刺は、賃金システムを平等にするためのセルフチェック・ツールとして「Ｌｏｇｉｂ」を導入した。従業
（釦）
員
五
○
人
以
上
の
企
業
が
利
用
で
き
る
。
政
府
調
達
省
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
省
が
企
業
に
情
報
や
ア
ド
バ
イ
ス
を
提
供
し
て
い
る
。
フィンランドは、「賃金平等プログラム一一○○七’二○一○」により、一一○一五年までに男女の賃金格差を胆％以
内
と
す
る
こ
と
と
し
た
。
こ
の
取
組
に
は
、
雇
用
契
約
方
針
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
に
基
づ
く
職
域
分
離
、
賃
金
シ
ス
テ
ム
の
開
発
、
女
性
の
キ
（釦）
ヤ
リ
ァ
開
発
等
が
含
ま
れ
る
。
こ
れ
は
、
社
会
保
健
省
と
労
働
者
団
体
と
の
〈
ロ
意
に
よ
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
で
あ
る
こ
とが特徴である。
（躯）
金が課される。
こ
の
よ
う
に
、
フランスは、男女間の給与格差をなくすことおよび労働と家族生活の調和を目的として、一一○一○年一一一月三一日
ま
で
に
、
男
女
間
の
給
与
の
格
差
を
な
く
す
た
め
の
措
置
の
検
討
を
企
業
に
対
し
て
義
務
づ
け
た
（
男
女
問
の
所
得
の
平
等
に
関
す
る
二
○○六年三月二一一一曰法律（一一○○六’’’’四○号））９男女間の賃金格差の是正措置を締結しない企業に対しては、制裁
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
男
女
の
賃
金
格
差
の
解
消
に
向
け
て
企
業
が
積
極
的
に
取
り
組
む
よ
う
、
政
府
が
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
す
る
例
が
あ
る
。
一
七
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③
女
性
の
従
業
員
採
用
お
よ
び
取
締
役
登
用
の
促
進
（
原
則
２
）
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
原
則
２
は
、
企
業
の
す
べ
て
の
レ
ベ
ル
と
ビ
ジ
ネ
ス
領
域
に
お
い
て
女
性
が
意
思
決
定
過
程
と
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
十
分
に
（
帥
％
以
上
）
参
画
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
こ
れ
に
関
連
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
法
制
度
上
企
業
に
求
め
て
い
る
国
は
、
数多くある。とくに、女性を一定の割合で登用するクオータ制は、先行した政治・行政分野での取組に続き、企業の
取
締
役
へ
の
導
入
も
、
近
年
ま
す
ま
す
増
加
し
て
い
る
。
これに先駆的に取り組んだ川引川引Ⅱ訓Ⅱは、会社法（二○○五年制定。二○○六年一月一曰施行）により、取締役会
（羽）
の
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ク
オ
ー
タ
が
導
入
さ
れ
た
（
第
六
’
’
一
条
、
第
二
○
’
六
条
）
。
企
業
の
規
模
別
に
細
か
く
規
定
さ
れ
、
取
締
役
が
一一～三人の企業は男女両方、四～五人の企業はどちらかの性を少なくとも一一人、六～八人の企業はどちらかの性を少
な
く
と
も
三
人
、
九
人
の
企
業
は
ど
ち
ら
か
の
性
を
少
な
く
と
も
四
人
、
’
○
人
以
上
の
企
業
は
ど
ち
ら
か
の
性
が
少
な
く
と
も
側
％
を
任
命
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
当
該
構
成
比
を
満
た
さ
な
い
会
社
は
登
記
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。
株
式
会
社
の
う
ち
、
執
行
期
限
（
二
○
○
八
年
一
月
一
日
）
ま
で
に
遵
守
が
認
め
ら
れ
な
か
っ
た
企
業
は
、
ブ
ロ
ン
オ
イ
ス
ン
登
記
セ
ン
タ
ー
か
ら
四
週
間
の
猶
予
を
与
え
る
旨
の
通
知
を
受
け
、
そ
の
後
も
遵
守
し
な
い
場
合
は
、
さ
ら
に
四
週
間
の
猶
予
期
間
通
知
と
会
社
名
の
公
表
を
経
て
、
そ
の
事
案
が
（弧）
裁判所に●申し立てられる。裁判所は当該企業を解散する権限を有しており、違反した場ムロの制裁はかなり厳しい。そ
のためか、同国企業における取締役における女性の割合は、二○○一一一年は６％であったが、一一○一○年は必％と、大
（弱）
幅に上昇した。
刻刊‐ｎ列は、従業員二五○人以上の上場企業に対して、八年以内（二○一五年まで）に取締役に女性を伽％登用す
（記）
る
よ
う
に
規
定
し
た
（
実
践
的
男
女
平
等
法
（
二
○
○
七
年
）
第
七
五
条
、
第
七
八
条
）
。
違
反
し
た
企
業
へ
の
制
裁
は
な
い
。
また、訓引引列は、専務取締役および常務取締役に関するジェンダー・クオータ法（二○○九年。一一○一六年まで
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（犯）
制裁はない。
（Ｗ） 
の
限
時
法
）
に
基
づ
き
、
二
○
一
五
年
ま
で
に
、
取
締
役
は
ど
ち
ら
か
の
性
が
少
な
く
と
も
別
％
に
す
る
こ
と
を
求
め
た
。
従
業
員
二
五
○
人
以
上
の
有
限
責
任
会
社
に
適
用
さ
れ
、
上
場
、
非
上
場
を
問
わ
な
い
。
法
の
遵
守
は
義
務
で
は
な
い
が
、
「
遵
守
す
る
か
説
明
す
る
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
は
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ク
オ
ー
タ
法
（
一
一
○
’
○
年
）
に
よ
り
、
一
一
○
一
三
年
九
月
ま
で
に
、
従
業
員
五
○
人
以
上
の
国
営
お
よ
び
民
間
の
株
式
会
社
に
お
い
て
、
い
ず
れ
か
の
性
が
取
締
役
の
伽
％
と
な
る
よ
う
、
ク
オ
ー
タ
を
導
入
し
た
。
違
反
し
た
場
合
の
か卜、脂川側ⅣⅡる。
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
は
、
フ
ラ
ン
ス
は
、
二
○
○
八
年
七
月
に
フ
ラ
ン
ス
議
会
が
、
フ
ラ
ン
ス
法
制
度
に
お
い
て
、
政
治
分
野
だ
け
で
は
な
く
民
間
企
業
の
取
締
役（頁・命のｍの一・局｝）にもジェンダー・クオータ制の導入を可能とする憲法改正を行い、’’○一｜年にクオータ制が導
（鋤）
入
さ
れ
た
（
一
一
○
一
一
年
一
月
一
一
七
日
法
。
二
○
’
七
年
ま
で
の
限
時
法
）
。
上
場
企
業
お
よ
び
従
業
員
を
五
○
○
人
以
上
雇
用
し
、
最
近
三
年
間
の
年
商
が
五
○
○
○
万
ユ
ー
ロ
以
上
の
非
上
場
企
業
に
適
用
さ
れ
る
。
六
年
以
内
に
取
締
役
は
ど
ち
ら
か
の
性
が
少
な
く
と
も
佃
％
以
上
と
す
る
が
、
取
締
役
が
八
人
以
下
の
企
業
は
、
両
性
の
数
の
違
い
が
二
人
以
上
に
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
。
た
だ
し
、
上
場
企
業
は
前
倒
し
で
段
階
的
な
実
施
が
求
め
ら
れ
、
三
年
以
内
に
ど
ち
ら
か
の
性
が
少
な
く
と
も
別
％
に
到
達
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
さ
ら
に
、
片
方
の
性
の
み
で
取
締
役
会
が
構
成
さ
れ
て
い
る
企
業
は
、
次
年
度
の
年
次
総
会
ま
で
に
、
も
う
一
方
の
性
の
人
を
少
な
く
て
も
一
人
登
用
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
違
反
し
て
も
制
裁
は
な
い
が
、
違
反
し
て
い
る
企
業
の
取
締
役
会
に
出
席
し
た
と
き
の
取
締
役
の
報
酬
は
、
合
法
的
な
状
態
に
な
る
ま
で
一
時
的
に
支
払
が
停
止
さ
れ
る
。
な
お
、
ク
ォ
ー
ク
制
法
案
が
国
会
や
政
府
で
検
討
中
の
国
も
あ
る
。
イ
タ
リ
ア
は
、
国
営
貿
易
企
業
に
お
け
る
取
締
役
ク
ォ
ー
ク
面
－
１
（
別
％
）
法
案
が
、
二
○
’
○
年
二
月
に
下
院
で
可
決
さ
れ
、
上
院
に
送
付
さ
れ
た
。
カ
ナ
ダ
は
、
連
邦
が
管
轄
す
る
貿
易
会
社
、
金
融
会社、上場企業における取締役ジェンダー同一法案が、上院で審議中で迩馳・例、川は、取締役クオータ（別％）法
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
一九
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案の提出をめざしていたが、メルヶル首相は二○一一年一一月に、連立与党の自由民主党と中央右派の意向に配慮して、
き
’
（蛆）
断念した。イギリスは、デービス一元労働大臣が一一○｜一年一一月に「ヨ「・日のロｏｐｍｏＰａの（通称デービス・レポート）」
を提案した。その主な内容は、ＦＴＳＥ一○○社は二○一五年までに取締役の最低路％を女性とするようめざすこと、
ＦＴＳＥ一一一五○社は一一○’一一一～一一○一五年に独自に女性取締役登用の目標を立てることである。また、利‐川Ⅵ利Ⅱは、
（必）
上
場
企
業
の
取
締
役
ク
ォ
ー
ク
（
認
％
）
法
案
が
二
○
○
九
年
に
国
会
に
提
出
さ
れ
た
。
た
だ
し
、
取
締
役
ク
オ
ー
タ
制
は
、
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
と
ボ
ト
ム
ァ
ッ
プ
の
相
乗
効
果
が
あ
る
と
い
う
見
解
が
あ
る
一
方
、
一
人
が
複
数
（妬）
の
企
業
取
締
役
を
兼
務
す
る
傾
向
も
見
雪
ら
れ
問
題
が
あ
る
と
い
う
見
解
も
あ
る
。
④
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
や
Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
進
捗
状
況
の
モ
ニ
タ
ー
と
報
告
（
原
則
７
、
原
則
８
）
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
原
則
７
は
、
男
女
別
デ
ー
タ
を
用
い
た
進
捗
状
況
の
測
定
と
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
指
標
を
組
み
入
れ
た
報
告
を
求
め
た
。
こ
う
し
た
指
標
に
基
づ
く
監
査
を
受
け
て
高
い
評
価
を
得
る
た
め
に
は
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
が
不
可
欠
と
な
る
。
そ
こ
で
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
さ
ら
に
促
進
す
る
た
め
に
、
政
府
が
企
業
に
財
政
的
な
支
援
を
行
う
場
合
が
あ
る
。
た
と
え
ば
、
従
業
員
に
対
し
て
育
児
費
用
の
支
給
や
企
業
内
保
育
所
を
設
置
す
る
こ
と
に
よ
り
、
子
育
て
を
支
援
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
実
施
し
て
い
る
（蛤）
企
業
に
対
し
て
、
一
定
の
条
件
の
も
と
に
、
政
府
が
税
額
を
控
除
し
た
り
、
社
会
保
険
料
を
免
除
し
た
り
す
る
国
（
イ
ギ
リ
ス
、
ス
ウ
ェ
（
灯
）
（
妃
）
（
鯛
）
Ⅱ剖刀列、制刎Ⅷ川、列引刮利刃）もある。
オ
ー
ス
ト
リ
ア
は
、
一
九
九
八
年
に
、
「
仕
事
と
家
庭
」
監
査
制
度
を
導
入
し
た
。
こ
れ
は
、
企
業
が
フ
ァ
ミ
リ
ー
・
フ
レ
ン
ド
リ
ー
な
環
境
を
作
り
出
せ
る
よ
う
、
政
府
が
支
援
す
る
た
め
に
導
入
し
た
企
業
に
お
け
る
監
査
枠
組
み
で
あ
る
。
監
査
は
三
年
ご
と
に
行
わ
れ
る
が
、
初
回
は
申
し
出
か
ら
六
カ
月
以
内
に
開
始
さ
れ
る
。
三
年
間
で
一
社
あ
た
り
七
○
○
○
か
ら
一
万
ユ
ー
ロ
の
費
用
が
か
か
る
が
、
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⑤
起
業
、
職
場
復
帰
等
、
女
性
を
エ
ン
パ
ワ
ー
す
る
た
め
の
支
援
（
原
則
５
）
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
の
原
則
５
は
、
起
業
家
を
含
む
女
性
が
経
営
す
る
企
業
と
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
発
展
さ
せ
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。
こ
う
し
た
女
性
を
エ
ン
パ
ワ
ー
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
法
制
度
上
企
業
に
求
め
て
い
る
国
は
、
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
は
、
一
一
○
○
○
年
の
「
大
統
領
令
一
三
一
五
七
女
性
が
所
有
す
る
小
規
模
事
業
の
機
会
拡
大
令
」
に
よ
り
、
政
府
調
達
契
約において、女性が所有する企業の割合を５％に引き上げるという目標を示した。しかし、ブッシュ政権下では弧％
（印）
にとどまり、より実効的に進めるために、一一○’○年に「女性契約促進規則（三・日のロ雪の○・ロゴ四畳ロ、田巨｝の）」が制
（園）
定
さ
れ
た
。
こ
れ
は
女
性
が
経
営
す
る
零
細
企
業
と
の
契
約
額
が
最
も
低
い
八
三
業
種
に
焦
点
を
当
て
た
も
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
一
一
○
｜一年一一月に「女性優先調達プログラム（三・日のロ》の可・・貝の曰の皀卑・囚日日）」が実施された。連邦政府は契約のう
ち
三
○
○
○
億
円
を
女
性
が
経
営
す
る
小
規
模
ビ
ジ
ネ
ス
に
投
入
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
り
、
そ
の
金
額
は
連
邦
政
府
の
契
約
の
５
％
に
相
当
す
る
も
の
で
あ
る
。
同
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
参
加
す
る
企
業
は
、
少
な
く
と
も
ビ
ジ
ネ
ス
の
Ⅲ
％
を
一
人
ま
た
は
そ
れ
以
上
の
女
性
が
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
、
そ
の
ビ
ジ
ネ
ス
は
一
人
ま
た
は
そ
れ
以
上
の
女
性
に
よ
り
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
（別）
さらに、アメリカの金融規制当局は、「マイノリティと女性のインクルージョン室（○印・の。届二口・国ご凹己
三・日のロ百・旨の一・口）」を設置し、管理、一厘用、業務のあらゆる領域でのダイバーシティ推進を進めなければならない
（弱）
（一一○一○年七月の施行から六カ月以内。金融改革法（ドッドⅡフランク法）第一一一四二条）。同室は、業務の各場面に
お
い
て
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
と
女
性
の
イ
ン
ク
ル
ー
ジ
ョ
ン
を
促
進
さ
せ
、
お
の
お
の
が
所
管
す
る
企
業
と
の
契
約
締
結
を
公
正
に
か
つ
最
大
限
推
し
進
め
る
基
準
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
契
約
締
結
に
あ
た
っ
て
は
相
手
先
の
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
へ
の
取
組
を
考
慮
事
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
一一一
（印）
（副）
政
府
は
そ
の
一
部
に
つ
い
て
、
企
業
規
模
別
に
一
二
段
階
に
設
定
さ
れ
た
補
助
金
を
支
給
す
る
。
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項に含める。ダイバーシティ推進が十分でないと判断される場合、同室は金融規制当局長に契約の打ち切りを助一一一冒し
た
り
、
連
邦
政
府
契
約
遵
守
監
督
局
へ
照
会
し
た
り
、
そ
の
他
適
切
な
対
応
を
と
る
。
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
の
推
進
状
況
は
、
同
室
か
ら
連
邦
議
会
に
年
一
回
報
告
さ
れ
る
。
こ
れ
は
企
業
に
い
わ
ば
反
射
的
に
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
を
求
め
る
こ
と
と
な
り
、
今
後
（記）
キ
ャ
リ
ア
中
断
女
性
等
の
経
済
活
動
促
進
法
は
、
女
性
の
労
働
力
の
効
率
的
な
活
用
を
通
じ
た
持
続
可
能
な
社
会
実
現
の
た
め
、
女
性
家
族
省
と
労
働
省
が
共
同
で
、
五
年
ご
と
に
「
キ
ャ
リ
ア
中
断
女
性
等
の
経
済
活
動
促
進
に
関
す
る
基
本
計
画
」
を
策
定
す
る
こ
と
を
規
定
し
た
。
出
産
や
育
児
に
よ
り
キ
ャ
リ
ア
を
中
断
し
た
女
性
に
適
合
す
る
仕
事
創
出
の
支
援
を
実
施
し
、
そ
う
し
た
女
性
の
進
出
が
有
望
（訂）
な
職
種
の
選
定
お
よ
び
そ
の
職
種
へ
の
就
職
支
援
を
行
う
。
ま
た
、
女
性
再
就
職
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
総
△
ロ
就
職
支
援
サ
ー
ビ
ス
は
、
労
働
者
が
不
足
し
て
い
る
中
小
企
業
に
就
職
す
る
女
性
労
働
者
に
対
し
て
、
就
職
奨
励
手
当
と
し
て
、
｜
年
間
毎
月
三
○
万
ウ
ォ
ン
を
支
援
す
る
。
離
職
期
間
が
長
い
女
性
に
対
し
て
仕
事
へ
の
適
応
期
間
を
与
え
る
た
め
「
主
婦
イ
ン
タ
ー
ン
制
度
」
を
整
備
し
、
そ
う
し
た
女
性
を
企
業
が
イ
ン
タ
ー
ン
と
し
て
採
用
す
る
場
合
、
企
業
に
政
府
支
援
金
と
し
て
三
カ
月
間
、
毎
月
五
○
万
ウ
ォ
ン
を
支
給
す
る
。
（詔）
女性企業支援法は、国、自治体の、女性の企業活動および起業を促進するため、資金、人材、情報、技術等の総〈□
的
な
支
援
と
、
均
等
な
活
動
機
会
の
確
保
に
向
け
た
努
力
義
務
を
定
め
る
（
第
三
条
）
。
ま
た
、
中
小
企
業
庁
は
「
女
性
企
業
活
動
促
進
計画」を策定し、「女性企業促進委員会」を設置し、二年ごとに実態調査を行う（第五条、第七条）。公共機関は、物
品
調
達
の
際
に
女
性
が
経
営
す
る
企
業
の
製
品
を
区
分
し
て
調
達
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
中
小
企
業
庁
長
官
は
、
公
共
機
関
に
対
し
、
施している。
韓国は、一九九六年に「女性発展基本法」、’九九九年に「女性企業支援法」（二○○七年改正）、一一○○八年に
「
キ
ャ
リ
ア
中
断
女
性
等
の
経
済
活
動
促
進
法
」
を
制
定
し
、
女
性
の
経
済
的
な
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
の
た
め
の
さ
ま
ざ
ま
な
支
援
策
を
実
の
展
開
が
注
目
さ
れ
る
。
韓
国
は
、
一
九
九
六
一
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スウェーデンは、’’○○九年に「労働市場および企業における男女平等戦略」として、二億一一一五○○万クローネを
（釦）
支
出
し
た
。
さ
ら
に
、
同
年
に
「
男
女
平
等
計
画
」
を
策
定
し
た
。
こ
の
二
つ
の
計
画
に
基
づ
く
取
組
は
多
岐
に
わ
た
る
が
、
た
と
え
ば
、
新
規
起
業
の
鮒
％
（
約
五
万
人
）
を
女
性
に
よ
る
も
の
に
す
る
こ
と
を
め
ざ
し
て
、
一
一
○
○
七
年
か
ら
三
年
間
、
毎
年
一
億
ク
ロ
ー
ネ
を
女
性
の
起
業
支
援
に
支
出
し
た
。
れる（第九条）。
女
性
の
企
業
の
製
品
を
よ
り
多
く
購
買
す
る
よ
う
に
要
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
要
請
を
受
け
た
公
共
機
関
は
こ
れ
を
反
映
す
べ
き
と
さ
こ
の
よ
う
に
、
諸
外
国
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
女
性
を
エ
ン
パ
ワ
ー
し
て
男
女
平
等
を
実
効
的
に
進
め
る
と
い
う
目
的
が
ど
の
取
組
に
も
見
ら
れ
る
。
多
く
の
国
で
は
、
ま
ず
、
企
業
に
対
し
て
、
採
用
、
昇
進
、
研
修
、
Ｗ
Ｌ
Ｂ
等
に
関
す
る
行
動
計
画
の
作
成
と
そ
の
進
捗
状
況
の
公
表
・
報
告
を
求
め
た
。
し
か
し
、
そ
れ
だ
け
で
は
男
女
平
等
が
十
分
に
実
現
し
な
か
っ
た
の
で
見
直
し
、
新
た
に
、
男
女
別
統
計
の
公
表
、
平
等
推
進
を
図
る
指
標
の
開
発
、
男
女
賃
金
格
差
の
解
消
、
政
府
に
よ
る
財
政
的
な
支
援
・
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
付
与
、
取
締
役
ク
オ
ー
タ
制
導
入
に
よ
る
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
に
よ
る
女
性
参
画
促
進
等
に
取
り
組
ま
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
も
こ
の
考
え
方
に
沿
っ
て
お
り
、
諸
外
国
で
す
で
に
取
り
組
ま
れ
て
い
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
と
も
共
通
す
る
。
日
本
で
は
、
政
府
が
企
業
に
対
し
て
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
や
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
実
施
を
義
務
づ
け
る
こ
と
に
は
、
｜
部
に
反
発
も
あ
り
、
政
府
、
（皿）
経
済
界
、
学
界
に
も
そ
れ
ほ
ど
積
極
的
な
姿
勢
は
見
ら
れ
な
い
。
し
か
し
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
指
標
と
し
た
〈
▽
回
の
調
査
・
研
究
に
よ
り
、
曰
本
の
国
連
Ｇ
Ｃ
加
盟
企
業
に
お
け
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
イ
ッ
シ
ュ
ー
の
取
組
と
、
諸
外
国
の
実
践
に
は
多
く
の
共
通
点
が
あ
る
こ
と
が
わ
か
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
’’一一一
こ
の
よ
う
に
、
政
府
に
よ
り
、
女
性
の
起
業
や
小
規
模
ビ
ジ
ネ
ス
へ
の
財
政
支
援
が
活
発
に
行
わ
れ
て
い
る
。
（三）若干の考察
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た
。
さ
ら
に
、
曰
本
と
諸
外
国
と
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
比
較
・
検
討
す
る
と
、
日
本
に
お
け
る
女
性
の
経
済
的
・
社
会
的
な
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
政
策
は
、
一
歩
・
二
歩
ど
こ
ろ
で
は
な
く
、
い
わ
ば
周
回
遅
れ
と
も
い
え
る
段
階
と
い
え
る
こ
と
が
改
め
て
明
ら
か
（舵）
に
な
っ
た
。
女
性
の
能
力
が
十
分
に
発
揮
さ
れ
て
い
な
い
曰
本
の
状
況
は
国
際
的
に
も
周
知
の
こ
と
で
あ
り
、
こ
の
状
況
を
放
置
す
る
か
、
打
ち
破
る
た
め
に
何
ら
か
の
思
い
切
っ
た
対
応
を
と
る
か
、
再
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
な
お
、
以
上
で
検
討
し
た
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
中
心
と
す
る
雇
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
憲
法
学
的
に
も
重
要
な
課
題
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の
研
究
の
蓄
積
に
よ
り
、
か
っ
て
の
逆
差
別
と
の
批
判
は
少
数
と
な
り
八
企
業
が
自
発
的
に
取
り
組
む
（閑）
ポジティブ・アクションは憲法上許容されるとい》えるだろう。
（“） 
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
そ
の
程
度
に
よ
り
「
厳
格
」
「
中
庸
」
「
穏
健
」
の
一
二
つ
に
整
理
さ
れ
、
企
業
が
実
施
す
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
「
穏
健
」
に
分
類
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
こ
れ
ま
で
概
観
し
た
諸
外
国
の
雇
用
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
例
は
、
政
府
が
企
業
に
対
し
て
推
進
を
期
待
す
る
、
と
い
う
穏
健
な
も
の
だ
け
で
は
な
く
、
法
的
に
実
施
を
義
務
づ
け
る
厳
格
な
も
の
も
あ
り
、
こ
の
三
つ
の
要
素
が
複
合
的
に
含
ま
れ
て
実
施
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
そ
も
そ
も
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
は
、
「
実
質
的
平
等
を
保
障
す
る
た
め
の
形
式
的
平
等
の
例
外
で
あ
り
、
そ
の
例
外
的
措
置
を
正
統
化
し
う
る
法
的
根
拠
や
諸
条
件
が
整
備
さ
れ
て
（閲）
目
的
と
手
段
と
の
間
に
実
質
的
な
合
理
的
関
連
性
が
あ
る
場
ム
ロ
に
合
憲
判
断
が
な
さ
れ
る
こ
と
を
明
確
に
す
べ
き
で
あ
ろ
う
」
と
い
う
見
解
が
有
力
に
主
張
さ
れ
て
い
る
。
そ
の
合
憲
判
断
は
、
政
治
参
画
の
分
野
よ
り
も
、
私
人
で
あ
る
企
業
に
つ
い
て
、
よ
り
詳
細
な
考
察
が
必要となろう。
他
方
で
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
関
す
る
憲
法
学
界
の
議
論
は
、
こ
れ
ま
で
、
憲
法
第
一
四
条
の
合
憲
性
の
審
査
基
準
に
重
点
が
置
か
れ
が
ち
で
、
こ
の
一
○
年
間
の
日
本
の
内
外
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
等
の
男
女
平
等
法
理
は
実
務
上
大
き
く
発
展
し
た
も
（価）
の
の
そ
れ
に
追
い
つ
か
ず
、
「
憲
法
上
の
平
等
法
理
に
大
き
な
展
開
は
み
》
ら
れ
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
」
と
の
厳
し
い
指
摘
も
あ
る
。
い
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、
、
、
、
、
、
ず
れ
に
せ
よ
、
憲
法
第
一
四
条
の
政
治
的
、
経
済
的
、
社
会
的
に
差
別
さ
れ
な
い
（
傍
点
筆
者
）
と
い
う
条
項
や
、
憲
法
第
一
一
一
一
条
の
積
（、）
極
的
な
差
別
撤
廃
・
人
権
保
障
に
関
す
る
国
家
の
責
務
、
グ
ロ
ー
バ
ル
社
会
に
お
け
る
憲
法
上
の
企
業
と
政
府
１
と
の
関
係
に
関
す
る
検
討
も
必
要
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
紙
幅
の
関
係
で
十
分
に
考
察
で
き
な
か
っ
た
た
め
、
別
稿
で
扱
い
た
い
。
男
女
平
等
の
推
進
に
関
す
る
法
制
度
は
、
性
差
別
禁
止
法
や
男
女
平
等
法
の
制
定
を
「
第
一
ス
テ
ー
ジ
」
と
す
れ
ば
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
が
作
成
さ
れ
た
一
一
○
一
○
年
以
降
は
、
い
わ
ば
「
第
二
ス
テ
ー
ジ
」
に
移
行
し
た
と
い
え
よ
う
。
一
九
七
五
年
の
国
際
女
性
年
以
降
、
各
国
で
は
差
別
禁
止
法
や
雇
用
均
等
法
の
整
備
、
国
内
人
権
機
関
に
よ
る
救
済
等
、
す
で
に
性
差
別
の
撤
廃
や
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
バ
イ
ア
ス
の
解
消
等
を
め
ざ
し
て
さ
ま
ざ
ま
な
取
組
が
行
わ
れ
て
き
た
も
の
の
、
今
曰
で
も
男
女
平
等
は
十
分
に
実
現
で
き
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
こ
う
し
た
三
○
年
余
の
実
践
を
通
じ
て
も
、
法
律
に
よ
る
差
別
禁
止
と
い
う
「
規
制
」
、
「
予
防
」
や
、
差
別
事
案
が
発
生
し
た
後
の
「
事
後
的
な
救
済
」
だ
け
で
は
、
十
分
に
状
況
が
改
善
で
き
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
と
い
え
よ
う
。
そ
こ
で
、
二
一
世
紀
に
入
り
、
そ
の
問
題
の
根
深
さ
と
大
き
さ
を
改
め
て
問
題
視
し
、
解
決
す
べ
き
課
題
と
し
て
設
定
し
て
法
制
度
を
検
証
し
、
男
女
の
賃
金
格
差
の
大
き
さ
と
、
女
性
リ
ー
ダ
ー
の
少
な
さ
の
問
題
を
克
服
す
る
こ
と
を
政
策
課
題
と
し
て
位
置
づ
け
た
。
こ
の
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
、
企
業
に
対
し
て
積
極
的
に
女
性
を
エ
ン
パ
ワ
ー
す
る
新
た
な
方
策
と
し
て
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
、
政
府
は
そ
れ
を
支
援
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。
浅
倉
む
つ
子
教
授
は
、
イ
ギ
リ
ス
を
例
に
、
こ
う
し
た
動
き
は
一
見
す
る
と
差
別
撤
廃
と
い
う
ハ
ー
ド
ロ
ー
か
ら
、
政
府
に
よ
る
指
導
を
通
じ
た
格
差
是
正
の
た
め
の
ソ
フ
ト
ロ
ー
ヘ
重
点
を
移
し
た
か
に
見
え
な
く
も
な
い
が
、
そ
の
よ
う
に
断
ず
る
の
は
早
（船）
計
で
、
現
時
点
は
よ
り
よ
い
法
制
度
の
あ
り
方
が
検
討
さ
れ
て
い
る
途
上
で
あ
る
と
指
摘
し
た
。
筆
者
も
同
感
で
あ
る
が
、
そ
の
イ
ギ
リ
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
二五
お
わ
り
に
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な
お
、
こ
れ
ま
で
に
包
括
的
な
男
女
の
一
雇
用
均
等
待
遇
や
差
別
禁
止
法
制
を
有
し
て
い
る
Ｅ
Ｕ
は
、
二
○
一
○
年
九
月
に
、
新
た
に
「
Ｅ
Ｕ
男
女
平
等
戦
略
二
○
一
○
’
二
○
一
五
」
を
策
定
し
て
、
男
女
の
経
済
的
平
等
と
自
立
、
同
一
価
値
労
働
同
一
賃
金
、
政
策
方
針
決
定
過
程
の
平
等
、
女
性
に
対
す
る
尊
厳
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
に
基
づ
く
暴
力
の
根
絶
、
各
国
に
共
通
す
る
課
題
、
と
い
っ
た
五
つ
の
事
項
を
優先的に取り組むこととされた。さらに、ビビァン・レディングＥＣ副委員長（司法・基本原理・市民権担当委員）
は
、
’
’
○
一
一
年
三
月
に
、
よ
り
多
く
の
女
性
を
取
締
役
に
登
用
す
る
各
企
業
の
自
主
的
な
取
組
へ
の
期
待
と
、
来
年
ま
で
に
十
分
な
成（的）
果が得られない場合のＥＵレベルでのさらなる行動の準備について一一一言及し、近い将来のクオータ制の導入を示唆した。
Ｅ
Ｃ
指
令
に
は
人
権
保
障
的
側
面
を
も
つ
性
別
等
の
人
的
理
由
に
基
づ
く
差
別
禁
止
規
制
と
、
雇
用
政
策
的
側
面
を
も
つ
雇
用
形
態
に
基
（わ）
醤
つ
く
差
別
禁
止
規
制
が
あ
る
が
、
ク
オ
ー
タ
制
が
導
入
さ
れ
れ
ば
新
た
な
展
開
の
一
つ
と
な
り
、
企
業
に
も
政
府
に
も
与
え
る
影
響
が
大
き
い
。
他
方
で
、
Ｅ
Ｕ
と
同
様
に
、
経
済
的
、
政
治
的
に
密
接
に
結
び
つ
い
て
い
る
東
ア
ジ
ア
の
中
国
、
韓
国
、
曰
本
で
も
、
こ
う
し
た
課
題
に
対
応
す
る
に
は
、
企
業
の
自
主
的
な
取
組
と
と
も
に
、
政
府
に
よ
る
そ
の
積
極
的
な
支
援
が
効
果
的
で
、
必
要
で
あ
ろ
う
。
そ
の
際
、
企
業
が
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
を
自
ら
の
規
範
と
し
て
そ
の
ビ
ジ
ネ
ス
を
さ
ら
に
発
展
さ
せ
る
こ
と
、
な
ら
び
に
、
多
く
の
企
業
に
お
い
て
自
主
的
に
取
り
組
ま
れ
て
い
る
男
女
平
等
推
進
の
施
策
・
事
例
を
具
体
的
に
取
り
上
げ
て
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
と
い
っ
た
適
切
な
指
標
を
用
い
て
考
察
す
る
こ
と
は
、
雇
用
に
お
け
る
男
女
平
等
の
具
体
的
な
推
進
に
貢
献
す
る
と
思
わ
れ
る
。
そ
の
内
容
は
、
日
本
に
お
い
て
は
、
第
一
一
一
次
男
女
共
同
参
画
基
本
計
画
の
方
向
性
と
も
合
致
し
て
い
る
し
、
す
で
に
先
取
し
た
企
業
も
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
政
府
や
企
業
が
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
を
促
進
す
る
際
に
も
参
考
に
な
る
、
重
要
な
視
座
を
提
供
す
る
の
で
あ
る
。
ん
ど
は
、
導
入
さ
れ
｝
発
展
に
注
目
し
た
い
。
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
一
号
一二ハ
スも平等法（こ○一○年）により、「第二ステージ」に移行したように思われる。ただ、こうした新しい取組のほと
ん
ど
は
、
導
入
さ
れ
て
か
ら
間
も
な
い
た
め
、
そ
の
効
果
を
評
価
す
る
調
査
・
研
究
の
蓄
積
が
不
十
分
で
あ
る
。
今
後
の
制
度
の
運
用
と
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＊
本
稿
は
、
一
一
○
’
○
年
度
お
よ
び
二
○
一
一
年
度
の
科
学
研
究
費
補
助
金
基
盤
研
究
（
Ｂ
）
「
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
の
課
題
ｌ
東
ア
ジ
アにおける実践的意義を中心に」（課題番号一一一一一一三○○○七）の研究成果の一部である。
（
１
）
一
一
○
一
｜
年
一
月
に
、
ユ
ニ
フ
ェ
ム
の
ほ
か
、
国
連
に
あ
る
ジ
ェ
ン
ダ
ー
に
関
係
す
る
三
つ
の
機
関
、
つ
ま
り
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
問
題
事
務
総
長
特
別
顧
問
室
（
Ｏ
Ｓ
Ａ
Ｇ
Ｉ
）
、
女
性
の
地
位
向
上
部
（
Ｄ
Ａ
Ｗ
）
、
国
際
女
性
調
査
訓
練
研
修
所
（
Ｉ
Ｎ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｗ
）
の
四
機
関
が
統
合
さ
れ
、
「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
と女性のエンパワーメン卜のための国連機関（ご已一の」亘呂○口の固口三豈崗・局。の己の司固Ｃ目一一ご口己二の固曰己・言日日の貝・昂三・日のロ、略
称
□
三
三
・
日
目
）
」
が
発
足
し
た
。
日
本
は
、
二
○
一
○
年
一
○
月
に
、
初
代
の
執
行
理
事
国
（
四
一
カ
国
）
に
選
出
さ
れ
た
。
（２）国連ＧＣは企業の自主的な行動枠組みであるため、「ＧＣｌ○原則」のほかに、これを補完するさまざまな取組である官営Ｃこのめ、
、昌口の一目の、白目＆←の等があるが、頁ごＢロー●のにはいずれも「原則」の訳が充てられている。一一○○○年の「ＧＣ一○原則」（崇のＳ
勺『曰・このめ）、一一○○六年に国連環境計画金融イニシアティブと作成した「責任ある投資原則」（二の勺司曰昌一の罠・『因のの己・ロの】ウ］の旨‐
ぐの切言曰の貝、ＰＲＩ）、一一○○八年に国際労働機関と作成した「労働原則」（弓ヶの伊呂・司卑旨○己のの）、一一○一○年に国連児童基金と作成
した「子どもの権利とビジネス原則」（弓ヶの○二号の口囚函亘の凹己団巨の旨のの、可冒ｏ亘の、）等がある。このため法政大学国連グローバ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
研
究
セ
ン
タ
ー
は
、
Ｗ
Ｅ
Ｐ
ｓ
も
「
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
原
則
」
と
訳
出
し
た
。
な
お
、
大
阪
府
堺
市
に
あ
る
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
日
本
事
務所（前ユーーフェム日本事務所）は、「女性のエンパワーメントのための指針」とした（宮ｇミミヨミ・巨已。・・円。ご】ミミ巳【己三句因三
国】の己・己屋）が、これは国連ＧＣ事務所が作成した他のロュロ◎己の⑰と平灰が合わないため、混乱を招く懸念があるといえよう。
（
３
）
辻
村
み
よ
子
編
『
世
界
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
と
男
女
共
同
参
画
』
（
東
北
大
学
出
版
会
、
二
○
○
四
年
）
。
辻
村
み
よ
子
『
憲
法
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー』（有斐閣、二○○九年）。ポジティブ・アクション研究会『ポジティブ・アクション研究会報告書』（二○○七年）。
（
４
）
大
西
祥
世
「
雇
用
に
お
け
る
男
女
平
等
の
実
効
的
な
推
進
ｌ
国
連
グ
ロ
ー
バ
ル
・
コ
ン
パ
ク
ト
の
新
展
開
ｌ
」
法
學
志
林
一
○
八
巻
一
号
（
二
○
’
○
年
）
五
一
’
七
七
頁
。
大
西
祥
世
『
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
原
則
』
の
展
開
可
能
性
」
江
橋
崇
編
『
東
ア
ジ
ア
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
』
（
法
政
大
学
出
版
会
、
二
○
’
５ 
、-ノ～
一達
Ｊ
）
女
性
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
の
強
化
、
女
性
に
対
す
る
暴
力
の
根
絶
、
紛
争
解
決
や
平
和
構
築
へ
女
性
の
参
画
促
進
、
女
性
の
経
済
的
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
、
あ
ら
ゆ
る
施
策
に
お
け
る
男
女
平
等
の
達
成
の
五
項
目
で
あ
る
。
Ｕ
Ｎ
ウ
ィ
メ
ン
「
ビ
ジ
ョ
ン
お
よ
び
一
○
○
日
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
（
二
○
一
一
年
一
月
二
四
日
）
ず（８）一一二コ三三・■ロ三○日のロ・○局、一言己‐○○口←の口寸一色ご］○ｍこの己つ］」Ｓ」一く一国。ごシロニ］ｇＤｍ『少。ご○■勺｝四口－のロ・己屋
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
二七
一五○’一七二頁。
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
一
号
二八
（
６
）
二
○
｜
｜
年
四
月
末
ま
で
に
、
次
の
企
業
の
二
○
一
○
年
版
Ｃ
Ｓ
Ｒ
報
告
書
、
Ｃ
Ｏ
Ｐ
報
告
書
は
ウ
ェ
プ
サ
イ
ト
で
公
表
さ
れ
て
お
ら
ず
、
入
手
で
き
な
か
っ
た
（
企
業
名
の
「
株
式
会
社
」
等
は
省
略
。
以
下
同
。
）
。
ア
ミ
タ
、
い
で
あ
、
日
本
航
空
、
イ
ン
パ
ク
ト
ジ
ャ
パ
ン
、
エ
ー
デ
ィ
、
ウ
ィ
ル
ソ
ン
・
ラ
ー
ニ
ン
グ
ワ
ー
ル
ド
ワ
イ
ド
、
タ
カ
ハ
タ
プ
レ
ジ
シ
ョ
ン
、
南
開
工
業
、
新
光
商
事
、
１
１
．
エ
ム
・
シ
ー
・
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
、
日
本
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
サ
ー
ビ
ス
、
ダ
イ
ビ
ル
、
デ
ィ
ラ
イ
ト
、
吉
永
建
設
、
錦
城
護
謨
、
湊
ハ
マ
、
日
本
テ
レ
ビ
放
送
網
、
因
幡
電
機
産
業
、
原
田
鋼
業
、
ハ
タ
ェ
石
油
、
お
お
と
り
、
シ
ナ
ノ
ヶ
ン
シ
、
シ
ス
メ
ッ
ク
ス
、
鷹
羽
建
設
、
黒
田
電
気
、
川
田
屋
の
二
六
社
で
あ
る
。
（
７
）
王
子
製
紙
、
坂
口
電
熱
、
富
士
メ
ガ
ネ
、
ア
デ
コ
、
Ｃ
Ｓ
Ｋ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
、
プ
レ
イ
ン
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
フ
ジ
モ
ト
、
リ
ン
テ
ッ
ク
の
八
社
は
、
男女平等に関する記述が見当たらなかった。
（８）亘召ミミミミ・目、一・宮］８目ｇｇ．。『ぬ己。Ｂ｝】ぬのＥののＱ・◎へ盲目目ｌ『］西宮の一田のｍ・貝８ｍ一○・日己自】の、－巴の呂冒、１９の－三ｍ】・日｛（二○一○年
ア
ジ
ア
に
本
社
が
あ
る
企
業
で
は
、
中
国
の
Ｃ
Ｏ
Ｓ
Ｃ
Ｏ
社
の
み
回
答
し
た
。
日
本
お
よ
び
韓
国
の
企
業
で
回
答
し
た
と
こ
ろ
は
な
い
。
（
９
）
新
井
美
佐
子
「
経
済
と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
」
田
村
哲
樹
、
金
井
篤
子
編
『
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
可
能
性
』
（
ナ
カ
ニ
シ
ャ
出
版
、
二
○
○
七
年
）
’
六
四
頁
。
金
井
篤
子
「
日
本
の
女
性
の
キ
ャ
リ
ア
形
成
と
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
」
同
、
一
二
四
頁
。
（皿）内閣府男女共同参画局『男女共同参画白書平成二二年度版』（一一○’○年）六八、七○頁。
（
ｕ
）
セ
イ
コ
ー
エ
プ
ソ
ン
は
、
女
性
従
業
員
は
全
体
の
旧
％
で
あ
る
が
管
理
職
は
１
％
と
少
な
い
。
女
性
の
方
が
平
均
就
業
年
数
が
長
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
管
理
職
比
率
が
極
端
に
低
い
こ
と
の
要
因
は
さ
ら
に
分
析
す
る
余
地
が
あ
ろ
う
。
（
皿
）
斎
藤
悦
子
教
授
の
調
査
・
研
究
に
よ
る
と
、
こ
う
し
た
「
目
標
」
情
報
を
掲
載
し
て
い
る
企
業
は
四
分
の
一
で
あ
っ
た
。
斎
藤
悦
子
「
ジ
ェ
ン
ダ
ー
問
題
に
関
す
る
日
本
企
業
の
Ｃ
Ｓ
Ｒ
ｌ
英
国
企
業
と
の
比
較
研
究
」
岐
阜
経
済
大
学
論
集
四
三
巻
三
号
（
二
○
’
○
年
）
八
頁
。
（旧）二○一○年の会合の成果は、大西、前掲四（法學志林）、六八頁。
（皿）各文書は内閣府男女共同参画局のウェプサイトに掲載されている。三ｓニーミミミ・囚の己の『．、・・］己三三
（
咀
）
主
な
日
本
企
業
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
は
、
次
の
文
献
・
資
料
が
参
考
に
な
る
。
厚
生
労
働
省
「
平
成
二
一
年
度
雇
用
均
等
基
本
調
査
」
（一一○’○年）。車泉都産業労働局『ポジティブ・アクション実践プログラム〔第七版〕』（一一○一○年）。二一世紀職業財団「ポジティ
ブ・アクション応援サイト」亘召ミミミミ・ロ・の三ぐの口昌。Ｐごロ里。同サイトには七○○社の事例が登録されている。
（
肥
）
各
都
道
府
県
労
働
基
準
局
長
、
各
都
道
府
県
婦
人
少
年
室
長
、
各
都
道
府
県
知
事
あ
て
労
働
事
務
次
官
通
達
「
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
の
た
め
の
労
働
省
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
に
つ
い
て
（
労
働
省
発
婦
第
一
六
号
）
」
（
平
成
九
年
六
月
一
八
日
）
第
三
条
第
三
項（三）。
（（Ｕ）ケーーロミ
五月改訂）。
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（
Ⅳ
）
各
都
道
府
県
労
働
局
長
あ
て
厚
生
労
働
省
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
長
通
知
「
改
正
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
に
つ
い
て
（
雇
児
発
第
一
○
二
○
○
二
号
）
」
（
平
成
一
八
年
一
○
月
一
一
日
）
。
（旧）厚生労働省ウェブサィト亘召ミニョョミ・曰匡言．、。．ごロ・臼冒の‐口昌・ロ・の①ロ、の三目の門・亘己
（
旧
）
内
閣
府
男
女
共
同
参
画
局
『
男
女
共
同
参
画
白
書
平
成
二
一
一
一
年
版
』
（
二
○
｜
｜
年
）
に
お
い
て
特
集
が
組
ま
れ
た
。
（別）自白、目高「・§＆□・ロミヨ⑩貝、＆日尽廻さ「因Ｑ旨』ごｃ①旨の§二○ミ目ロミミｇｍＢＱ１ｍＳ回（ｇ］Ｃ）・ｏｇｐ］］畏冨○コ§・冨団・ロミの
（ｇ】つ）・口の一○】耳の）三○ョのコヨョの、ＣＱ、ａ「○○コ目』囚（○ｓＱ』己の田己の９８⑩（巴巨）・閂句ＣＯごくＣ閂》閂、Ｏ一○コ邑昌、Ｓｃ功壱○「時」円の｛①、。弓冒ｍｍｏＰ、＆
ロ言旦②（９ｓ）・三○【旨、の『陣○・日ご画旦の○・巨、の○一・局○罰８》二①国房冒闇旦固ミ□・巴菖愚『ｏ己§（ｇ］◎）・○固○ロロミご』○ビョ⑩員
○目一○○計画。□、（ｇｇ）・ぐ】。【】Ｏｏｐ－のぐ旨陣因四◎ずの］の］｝ぐの日一写冨、』①己のミヨ、の§＆①、固□臣＆（ミヨ同貝①ｓ「肘の②罰のロ。「弓○百ｍ①⑰（弔守ＰＲ（のＱｍ
Ｑａ曰。。一切ヨロミｏＲ（ｇヨ）等。
（
皿
）
ア
ジ
ア
牢
四
カ
国
（
日
本
、
韓
国
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
）
、
オ
セ
ア
ニ
ア
二
一
カ
国
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
）
、
北
欧
》
五
カ
国
（
ア
イ
ス
ラ
ン
ド
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
、
デ
ン
マ
ー
ク
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
）
、
欧
州
函
一
八
カ
国
（
ア
イ
ル
ラ
ン
ド
、
イ
ギ
リ
ス
、
イ
タ
リ
ア
、
エ
ス
ト
ニ
ア
、
オ
ー
ス
ト
リ
ア
、
オ
ラ
ン
ダ
、
ギ
リ
シ
ャ
、
ス
イ
ス
、
ス
ペ
イ
ン
、
ス
ロ
パ
キ
ア
、
ス
ロ
ベ
ー
ー
ア
、
チ
ェ
コ
、
ド
イ
ツ
、
ハ
ン
ガ
リ
ー
、
フランス、ベルギー、ポーランド、ポルトガル）、北米二一カ国（アメリカ、カナダ）、中南米二一一カ国（アルゼンチン、ギアナ、メキ
シ
コ
）
、
中
東
二
カ
国
（
イ
ス
ラ
エ
ル
）
、
ア
フ
リ
カ
頤
七
カ
国
（
セ
ネ
ガ
ル
、
タ
ン
ザ
ー
ー
ァ
、
南
ア
フ
リ
カ
、
ナ
ミ
ビ
ア
、
ブ
ル
キ
ナ
フ
ァ
ソ
、
マ
リ
、
モ
ー
リ
タ
ニ
ア
）
の
、
四
二
カ
国
で
あ
る
。
（
犯
）
北
澤
謙
『
ア
メ
リ
カ
と
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
に
お
け
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
の
取
組
状
況
』
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
（
二
○
一
○
年
）
’
一
一
八
’
三
（犯）止
九頁。
（”）オーストラリア証券取引委員会シの〆巨呂口、困巨｝の』・］二
（邪）フランス「ダィバーシティ憲章」ウェブサィト三ｇミニョラョ・臼ぐの邑弓‐＆貝←の『・８日三ぐの昼ご‐呂閂寸臼‐守自＆‐＆貝←の［‐・ぐの局ご』の三・
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
二九
（
羽
）
宮
崎
由
佳
「
イ
ギ
リ
ス
平
等
法
制
の
現
時
点
と
課
題
」
森
ま
す
美
・
浅
倉
む
つ
子
編
『
同
一
価
値
労
働
同
一
賃
金
原
則
の
実
施
シ
ス
テ
ム
』
（
有
斐
閣
、
二○一○年）’’一一一’一一一四頁。イギリス法制局ウェブサイト亘召ミミミダー」の四の｝昌・曰．、。ご・巨迂員己囚巴岩三］画一８日の貝の
（皿）カナダ労働省ウェブサイト亘弓ミョョミ・胃の号・ｍＰ８－のロ囚一一ロウ○月｝の目巴】ご言ご盲□の門．ｍ三日］
（妬）ＩＬＯウェブサイト耳ｇミミョ「二「・】］○・○局、己『ロ曰＆｝の※己ＯＢ一言回国曰固〆弓一ｍ］］①の一ｍ巴留己①⑭ごシ三三・三日
（妬）南アフリカ労働省ウェプサィト三ｇミミミミ・］ｇｏ員・囚・ぐ・国巴□○三口］・呂切へ］の四ｍ］ｇ］・ロ一四・芝の自己］・胃どの貝‐の冒詳ミシ・至呂‐雷呂曰己｝。旨
［ｐのど（家図つ国・巨辱】も」届
Hosei University Repository
（羽）ドイツ家族高齢者女性若者省ウェブサィト亘吾ミミラヨ」○四ウーロ・ロのＳ因Ｓ］四・日の一彦・目のロ・ロの三三
（別）スイス政府ポータルサイト亘弓ミミヨニ「・＆．。ご己『】ぐｇのＳｇ召一つ］①留己ご望己屋９－］己の〆・三目三目、Ⅱの口、同国国連女性の地位委員
会第五五回政府代表ステートメント亘弓“一一三冒葛「・目．。『西一三・日の目一ｇｏ乏呂ニミ〔酉ミ８ミョの白計の曰の口重の。「＆］Ｐ己・日｛
（別）フィンランド社会保健省ウェブサイト亘弓ミミニョ『・の目】．このロ一己『のｍの円の｝のＰの①の一頁のの閂の］の■の①一ぐ】のニミ停留易ヨ幹のご
（皿）内閣府男女共同参画局「諸外国における政策・方針決定過程への女性の参画に関する調査Ｉドイツ共和国、フランス共和国、大韓
民国、フィリピン共和国』（二○○八年）一○｜、一九六頁。
（鍋）□の｝。】耳の》切匡、己。○尽琶・
（弧）内閣府男女共同参画局『諸外国における政策・方針決定過程への女性の参画に関する調査ｌオランダ王国、ノルウェー王国、シン
ガポール共和国、アメリカ合衆国』（二○○九年）五八’五九頁。
（弱）○三ロミ目句○②尽己「Ｐ百○后山Ｃ・
（妬）スペイン実質的男女平等法三ｓミヨの盲目の◎］・自・・伺一ごロミ９ｓ富めの一巨己一・且の一ｍご巴口舌◎‐雷＆Ｐｇ一一ご雷◎シｇ雷ｇ‐ｇヨ舌◎（の己、）．
グー、〆■、
９９空目
己
〆向、'－，〆戸、
:３３９３８３７ ●～〆～／、－
ｓト
ミ糠′・・塵ル≦
〆￣、〆自、
己３６３５
･＝～ノ～／
杵?、
（伽）ｏｇＰ］］、芦》切尽ご日冒○討函。．
（似）カナダ議会ウェプサイト三ｓミョヨ誌・ロ日｝・ｍＰ８－の言ｍ－Ｂ○．団固○田三句○一】己の〆・Ｐｍご□旧自ｍｇｍのⅡ国陣、のｍの】・ロⅡ田陣Ｐ■のごⅡｓ路
笄の巨○忌め
（必）○三一
（妃）ナショナル紙（’’○一一年二月一五日）ウェプサイト亘召ミミミニ『・芸のロ日】・ロ巴・Ｐの一弓の目一一・息］８昌の扇呂。□言呂の可】‐旨の荷亘のへ
のＣｏｐｏＨｐ旨の一ｍの『Ｒごｍ曰く‐貝巨、の①の‐己。】ロー‐○口‐の。『己。『、←の‐囚のご』の円‐・ロ○一口の□つゆ、の。。■二（Ⅱ◎
（蛆）イギリスビジネスイノベーション・技術省ウェプサィト宮ｇ四一一ミミミヶ】、。、。ご・昌一ロの葛の一一・℃の一・『】の、－９］］一句のゴー三・日のロー目‐すＳａｍ
昨巨禺Ⅱ一○。
○三ロミ目句○・ｍ巨己「ロョ。旨い◎・
ノルディックジェンダー研究所ウェプサィト三ｓ四二「ミミ・已冨・ロ・一口曰・昌一のⅡシ三・］の⑩一口＆・ロⅡシ三．］の。ごロ三○聖○三一ｓⅡＳ囲
糠塚康江「フランスにおける職業分野の男女平等政策」企業と法創造七巻五号（二○一一年）八○’八一一頁。○の］・量の『の§日
○三已巨閂甸ｐ駒尽己、ロ百○討山①．
法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
一
号
○ 
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（妬）国連ＧＣ事務所とＵＮウィメン共催会合（一一○二年一一一月九日・’○日）で両方の意見が議論された。
（蛆）イギリス歳入関税庁ウェプサィト写ｇミミミミ・声白目・囚・く・昌一○二」８量・二号貝の毎Ｃ←のヶの①←・亘曰
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
国
際
研
究
部
「
海
外
で
は
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
を
ど
う
支
援
し
て
い
る
か
」
ビ
ジ
ネ
ス
・
レ
ー
パ
ー
・
ト
レ
ン
ド
五
号
（
二
○
一
一
年
）
三
九
頁
。
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
『
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
に
関
す
る
企
業
の
自
主
的
な
取
り
組
み
を
促
す
の
た
め
の
支
援
策』（一一○二年）。藤森克彦「英国のワーク・ライフ・バランス」内閣府『仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）レポート
二
○
一
○
』
八
一
頁
。
〆戸、'－，グー、グー、る型翌翌４Ｚ
｡ 
ざ］」］０←】『酉
（記）韓国汁
（訂）韓国画
（記）内閣亡
（
肥
）
内
閣
府
男
女
共
同
参
画
局
（
閃
）
ア
メ
リ
カ
大
統
領
府
ウ
８日己の←の‐届のこの国｝‐８員日ｇの
（巴財務省、連邦預金保険公社、連邦住宅金融局、連邦準備銀行各行、連邦準備制度理事会、全米信用組合協会、通貨監督局、証券取
引
委
員
会
、
消
費
者
金
融
保
護
局
の
各
局
で
あ
る
。
（弱）松尾直彦『Ｑ＆Ａアメリカ金融改革法』（きんざい、二○一○年）九一’九二頁。鈴木裕「米国金融改革とダイパーシティ」大和
総研の可自の四四己固８口・己。”の己・『←（一一○一○年）。アメリカ議会ウェブサィト亘召ミミミミ・囚。ご一団・丙・口の－８口円のの⑩三一］・〆己呂三｝Ⅱ
（別）オーストリア家族仕事省ウェプサィト宮ｇミミミニ「・註昌一】の口己ウの局員・日三」Ⅱ函①］陣ＢⅡ】三百ミョコ蔓「・面目｝】の目ロケの『二・ｍ三丘Ⅱ
器］陣旧Ⅱ」。家族欧州連盟ウェプサイト宮召ミのロ・の貝・ロロ・のこの目己｝・冒己の貝の・の巨一の自己一二「のご註三一］のの一）己の〆・ロヨロ］目、臼Ⅱのロ庁己Ⅱ
－
 
、陣己【』ｌ昼Ⅱ巴
スウェーデン差別撤廃ジェンダー平等省ウェプサィト三８ｍ一一三三三・の葛のＱのｐ．ｍ．ぐ・の①－８貝の口一三○二画Ｓ『一三ｍｍ←亀す①・で畠
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
、
前
掲
注
四
六
、
二
九
頁
。
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
、
前
掲
注
四
六
、
一
六
’
一
九
頁
。
従
業
員
五
～
二
○
人
の
企
業
に
五
○
○
○
ユ
ー
ロ
、
一
二
～
一
○
○
人
の
企
業
に
四
○
○
○
ユ
ー
ロ
、
一
○
○
人
以
上
の
企
業
に
一
一
一
○
○
○
ユ
ー
ロ
で
あ
韓国法制局ウェプサィト宮ｇミニ「三三・ロ〕・｝の、．、・・胃一二の□○三三・目・ロ］・望ののＰⅡ②］畠①
韓国ジェンダー平等省ウェプサィト三ｓミの口、一一の戸日・囚の開．、・・胃一ｍｇ９－の弓９－笛ＩＣ］・］の己
内閣府男女共同参画局、前掲注一一一二、’○七頁。
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
に
よ
る
女
性
の
エ
ン
パ
ワ
メ
ン
ト
と
平
等
推
進
（
大
西
）
内
閣
府
男
女
共
同
参
画
局
、
前
掲
注
三
四
、
一
五
一
頁
。
アメリカ大統領府ウェブサィト三ｓミミニコミミ亘一ｓ・后の．ｍ・ぐ三・ｍへｇ三ｓＳミヶの巨口、‐日・門の‐三・日の口‐○三口の。‐関口四一］‐宮、旨ののｍのの‐
－ 
－ 
－ 
￣ 
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法
学
志
林
第
一
○
九
巻
第
一
号
一一一一一
（開）スウェーデン差別撤廃ジェンダー平等省「労働市場とビジネスセクターにおけるジェンダー平等報告書」（二○○九年）。
（
㈹
）
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
差
別
撤
廃
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
省
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
、
前
掲
注
四
七
。
（田）日本経団連常務理事川本裕康氏の発言。男女共同参画会議基本問題・影響調査専門調査会ポジティブ・アクションワーキンググル
ープ議事録（二○一｜年四月二○日）。
（舵）二○○九年に世界経済フォーラムが発表したジェンダーギャップ指数は、’三四カ国中日本は一○一位であった。内閣府男女共同
参
画
局
、
前
掲
注
一
○
、
五
五
’
五
六
頁
。
（
開
）
安
西
文
雄
「
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
ア
フ
ァ
ー
マ
テ
イ
ヴ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
」
戸
波
江
二
編
『
企
業
の
憲
法
的
基
礎
』
（
日
本
評
論
社
、
二
○
一
○
年
）
一
（
“
）
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ
ョ
ン
研
究
会
、
前
掲
注
三
、
五
’
六
頁
。
（開）辻村、前掲注三（憲法とジェンダー）、’一一一五頁。
（
師
）
平
地
秀
哉
「
平
等
理
論
」
法
律
時
報
八
一
巻
一
二
号
（
二
○
’
○
年
）
八
○
頁
。
（師）大西祥世『女性と憲法の構造』（信山社、一一○○六年）一一八一’二八五頁。
（閉）浅倉むつ子「男女間賃金格差縮小政策と企業の取組み」石田眞、大塚直編『労働と環境』（日本評論社、二○○八年）一四五頁。
（的）三ｓミの貝・己四・の口一国ｂご頁のｍの囚の］の四ｍの、鈩昌・ロ・」・写の馬の『のごｇⅡ弓へ〕］一塁画筐○門目ｇⅡ国弓冨曰陣四ｍのｑⅡ◎仲］目ｍｐｍ、のⅡ固三
（
ｎ
）
川
田
知
子
「
Ｅ
Ｃ
指
令
に
お
け
る
差
別
禁
止
事
由
の
特
徴
と
相
違
」
亜
細
亜
法
学
四
四
巻
二
号
（
二
○
一
○
年
）
七
五
頁
。
七
九
’
一
八
○
頁
。
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